2016年11月18日～19日
駆け付け警護付与命令、南スーダン、安倍・トランプ会談、沖縄北部訓練場、高江、馬毛島、ＴＰＰ，豊洲、社説
平和の俳句　連帯の「旗」　夏井いつきさん、ミニ句集を発行

東京新聞2016年11月19日 朝刊

	 ミニ句集を発表した俳人の夏井いつきさん＝東京都港区で
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　「平和を希求する小さな旗を一本、ここに掲げる」。テレビのバラエティー番組「プレバト！！」でもおなじみの俳人・夏井（なつい）いつきさん（５９）が、こんな巻頭言を載せたミニ句集『旗』を出した。夏井さんは七月、東京都内で開かれた「平和の俳句」のライブ選考会で、金子兜太（とうた）さん（９７）、いとうせいこうさん（５５）とともに選者を務めたのを機に「平和の俳句」に強く共感。「この一冊を『これは軽やかな平和運動です』というお二人の志へのささやかな参加表明としたい」と宣言している。　（矢島智子）

　句集は、夏井さんの率いる俳句集団「いつき組」が年に四回発行している俳句新聞の付録として十月に発行された。ライブでの選句を通して「もっといいものができるはずだ」と挑戦する意欲がわき起こり、三十句からなる句集となった。

　＜一本の百合（ゆり）のごとくに戦わぬ＞＜鷺草（さぎそう）千羽ダッカの空へ放ちたき＞＜野分来る吾（われ）は一本の旗である＞＜寒月の澄むや死のこえ貝の声＞＜ミサイルをたんぽぽ弾で撃ち落とす＞

　「句集にはシュプレヒコールのような句は一つも入れていません。（声高に叫ばなくても）主張を溶け込まし、思いをくみ取れる作品はできるはず」と夏井さん。ダッカの句は「鷺草」が題として出された句会で詠んだ。この夏、バングラデシュの首都ダッカで起きたテロ事件のニュースに触れて、もやもやしていた気持ちを吐き出した。

　元中学教員であり、俳人になっても教育の場に関わってきた夏井さんは、俳句で平和教育ができるのではないかと考えている。「俳句のもつ想像力は有効だと常々思ってきました」

　夏井さんの熱い志の詰まった一冊を読んだ金子さんは「手本を示してくれた」と歓迎。いとうさんは「ありがたいですね。若い人、戦争体験のない人がこれをみれば句を書けるんじゃないか」と話した。

　句集は単独では販売しておらず、入手するには俳句新聞の年間購読が必要。問い合わせは、マルコボ・コム＝電０８９（９０６）０６９４＝へ。

◆募集しています

　「平和の俳句」への投稿を募集しています。はがきの裏面に１句を記入。同じ面に住所、氏名（振り仮名）、電話番号、年齢、職業を明記し、〒１００　８５２５　東京新聞文化部「平和の俳句」係へ。投稿は未発表の自作の句に限り、季語のない句も受け付けます。ペンネーム不可。よろしければ背景にある体験、込めた思いなどをお書き添えください。

憲法審査会 具体的な改正項目の議論は来年以降の見通し
NHK11月19日 5時34分
衆参両院の憲法審査会では、与党と憲法改正に前向きな勢力が両院で改正の発議に必要な３分の２の議席を占める中、審議が再開されましたが、各党の考え方の隔たりは大きく、具体的な改正項目の議論は来年の通常国会以降になる見通しです。
衆参両院で与党と憲法改正に前向きな勢力が改正の発議に必要な３分の２の議席を占める中、衆議院ではおよそ１年５か月ぶりに、参議院ではおよそ９か月ぶりに、それぞれの憲法審査会で審議が再開されました。
自民党は、憲法改正に意欲を示す一方、「改正ありきの改正項目の絞り込みではなく、改正の必要性が指摘されている項目について、改正の要否の観点から議論を深めていく」と述べ、各党との合意を重視する姿勢を強調しました。
一方、民進党は、立憲主義や憲法の３原則を守るという認識を共有することが憲法改正の発議の大前提になるとしたうえで、時代の変化に合わせた憲法の在り方を幅広く議論していきたいという認識を示しました。
公明党は、現行憲法を維持して、新たな条文などを付け加える加憲を主張したほか、共産党は、改憲論議に反対する立場を表明し、日本維新の会は、自民・民進両党に改正項目を提案するよう求めるなど、参加した政党や会派が見解を述べました。
一方、今後の審査会の進め方について、自民党は、野党第１党の民進党をはじめ、できるだけ多くの政党の理解を得ながら、憲法改正の発議をにらんだ議論を進めたいとしていますが、各党の考え方の隔たりは大きく、具体的な改正項目の議論は来年の通常国会以降になる見通しです。
しんぶん赤旗2016年11月19日(土)

変えるなら憲法軽視政治こそ　ＢＳ番組　笠井氏が主張

　日本共産党の笠井亮衆院議員は１７日、ＢＳフジの「プライムニュース」に出演し、衆参両院で憲法審査会が開かれたことを受けて自民、公明、民主の各党議員と憲法問題について議論しました。

　笠井氏は、日本国憲法は世界的にも先進的な内容を持っていると述べ、「今の時代の中でこそ輝きを放っており、理想に向かって現実を近づける努力をするべきであって、変えるとすれば、憲法をないがしろにする政治だ」と主張しました。

　憲法前文について、自民党の平沢勝栄議員は「（安全を他国民の信頼に頼るとあるが）ユートピア的、非現実的だ」と改憲を主張しました。

　笠井氏は、「侵略戦争の反省を明確にしたことに前文の意義がある。原爆など日本の被害もあり、二度と繰り返さないためにどうするかということを書いている」と前文と９条の意義を説明。そこを削除している自民党の改憲草案について「日本の戦後の民主主義の出発点を否定するもので、国際社会で生きていく資格を失う」と批判しました。

　民進党の岸本周平議員は「国際情勢が変わっているというが、情勢はいつでも変わる。そのたびに前文を変えていては意味がない」と語りました。

　憲法学者の７割が自衛隊を違憲としていることを理由に９条を変えて自衛隊を明記すべきだと平沢氏が主張したのに対して、笠井氏は、解釈改憲によって安保法制＝戦争法を強行し、「今まさに南スーダンでの『駆け付け警護』を可能にしたことで自衛隊が危険にさらされている」と指摘。さらに明文改憲を狙っており、こうした自民党の姿勢は「戦後７０年間あり得なかった」と批判しました。

　“加憲”が必要だとした公明党の国重徹議員が「国際貢献していかないといけない」と改憲の立場をごまかしたのに対し、笠井氏は「９条を持つ国の国際貢献は非軍事、人道支援。今でもやっている」と切り返しました。

駆け付け警護、ＨＰで説明＝政府
　政府は１８日、安全保障関連法に基づく自衛隊の新任務「駆け付け警護」と「宿営地の共同防護」について説明した特集ページを、首相官邸ホームページ（ＨＰ）に開設した。根拠法である安保法に「憲法違反」との批判が根強いことや、初の適用となった南スーダンの治安悪化を踏まえ、国民の懸念払拭（ふっしょく）を図る。
　新任務は、２０日から南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される陸自部隊に付与された。ＨＰでは、同国に自衛隊を派遣する意義や新任務の具体的内容、付与の必要性を動画や写真、イラスト付きで説明。隊員のリスクが高まるとの指摘に対しては「安全を確保しつつ、対応できる範囲内で行うものだ」としている。（時事通信2016/11/18-14:40）
陸自のＰＫＯ新任務、ＨＰで説明 
日経新聞2016/11/18 19:05
菅義偉官房長官は18日の記者会見で、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊に付与した新任務を解説するため、首相官邸ホームページに専門コーナーを設けたと発表した。具体的内容や意義を説明するほか、現地の治安などの疑問に答える内容。同日、稲田朋美防衛相が新任務付与を命令したのに合わせ、国民向けの説明を強化する。
　防衛相は18日の記者会見で「まだまだ意義の説明を浸透させることができていない。しっかり努力していきたい」と述べた。安全保障関連法に基づく新任務のうち今回付与するのは、離れた国連職員らを助ける「駆けつけ警護」と、他国軍との宿営地の共同防衛。12月12日から実施が可能になる。
「駆け付け警護」付与を命令＝南スーダン派遣部隊に－稲田防衛相
　稲田朋美防衛相は１８日、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣する陸上自衛隊の次期部隊に対し、安全保障関連法で可能となった「駆け付け警護」などの新任務付与を命令した。１５日に閣議決定された実施計画に基づくもので、陸自第９師団（青森市）を中心とする約３５０人が２０日から順次現地に向かう。
　今回派遣される第１１次隊は、来月１２日付で第１０次隊と交代。同日から「駆け付け警護」と「宿営地の共同防護」が可能となる。現地の治安情勢が不安定なことを考慮し、駆け付け警護が実施できる範囲は首都ジュバ周辺に限定。近くに対応できる国連部隊がいない場合の「応急的、一時的な措置」とする方針だ。（時事通信2016/11/18-11:07）
防衛相、駆け付け警護付与を命令　陸自の南スーダンPKO

共同通信2016/11/18 11:43

　稲田朋美防衛相は１８日、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に交代要員として派遣する陸上自衛隊の部隊に、安全保障関連法に基づく新任務「駆けつけ警護」などを付与する命令を出した。部隊は２０日から順次、現地へ出発する。来月１２日から新任務の遂行が可能となる。
　他国のＰＫＯ要員らとともに、武装勢力から宿営地を守る「共同防護」も認めた。稲田氏は閣議後の記者会見で、「新たな任務についての命令を発出したのは私自身。すべてのことについての責任は、私にある」と述べた。
駆け付け警護 　防衛相、付与を命令…南スーダンＰＫＯ
毎日新聞2016年11月18日 11時11分(最終更新 11月18日 13時25分)
　稲田朋美防衛相は１８日午前、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊部隊に対し、安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」と「宿営地の共同防護」の任務を付与する命令を出した。２０日から順次派遣される交代部隊は１２月１２日以降、これらの活動が可能になる。 
　命令では、施設部隊の活動範囲を宿営地のある首都ジュバとその周辺地域に限定した。防衛省は、国連職員らを武器を持って救援する駆け付け警護も「活動範囲内におのずと限定される」と説明している。稲田氏は１８日午前の記者会見で「駆け付け警護は自己の安全を確保しながら応急的に行う。命令を出したのは私なので、すべてのことの責任は私にある」と述べた。 
　交代部隊は陸自第９師団（青森市）を中心に編成され、２０日から３回に分けてジュバに派遣される。政府は、駆け付け警護を任務に追加する実施計画を１５日に閣議決定した。【村尾哲】 
駆けつけ警護、付与命令…官邸ＨＰで新任務解説

読売新聞2016年11月18日 23時30分

　稲田防衛相は１８日、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣する陸上自衛隊部隊に、安全保障関連法で可能となった「駆けつけ警護」と「宿営地の共同防護」の新任務を与える命令を出した。

　新任務を巡っては、現地の治安情勢の流動化もあり、国民の懸念が根強い。政府は同日、首相官邸ホームページ（ＨＰ）に、新任務についての特集ページを開設、懸念を払拭していきたい考えだ。

　新任務は、２０日から順次南スーダンに出発する、陸自第９師団（青森市）が中心の第１１次隊約３５０人に与えられ、来月１２日から実施可能となる。離れた場所にいる国連職員らが襲われた場合、要請があれば武器を持って救援にあたることができるほか、宿営地が襲われた場合、他国軍と協力して防護できる。【続きあり】
防衛相、駆けつけ警護を命令　自衛隊に新任務 
日経新聞2016/11/18 10:02 (2016/11/18 11:34更新)
稲田朋美防衛相は18日午前、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊の部隊に「駆けつけ警護」と「宿営地の共同防衛」の新任務付与の命令を出した。いずれも３月施行の安全保障関連法に基づいたもので、付与する対象は20日から順次出発する第９師団（青森市）を中心とする部隊。現地での準備が整う12月12日から実施が可能になる。
　稲田防衛相は18日午前の記者会見で「命令を発出したのは私自身なので、すべてのことについて責任がある」と述べた。
　駆けつけ警護は離れた場所にいる国連職員らを暴徒などから武器を使って助ける任務。今月15日に南スーダンＰＫＯ実施計画の業務内容に加えると閣議決定した。部隊の活動地域は首都ジュバと周辺に限るため、駆けつけ警護ができるのはその範囲内となる。
　宿営地の共同防衛は、陸自部隊と同じ首都ジュバのトンピン地区に拠点を置く他国軍が襲われた際、自衛官が直接攻撃の対象でなくても共同で対処するものだ。他国軍と相互に身を委ねている特殊な環境にあることを考慮し、必要に応じて最小限の武器使用を認める。
　新任務を訓練した陸自第９師団を中心とする派遣部隊は約350人。危険が伴う新任務付与に合わせ、医官を３人から４人に増やした。先発隊が20日に青森を出発する。南スーダンでは政府軍と反政府勢力による対立で、同国の南西部や北部を中心に治安が不安定な状況が続いている。
産経新聞2016.11.18 11:15更新 
【南スーダンＰＫＯ】稲田朋美防衛相「責任は全て私にある」「駆け付け警護」を命令

記者会見する稲田防衛相＝１８日午前、防衛省 
稲田朋美防衛相は１８日午前、南スーダン国際平和維持活動（ＰＫＯ）に向け２０日派遣の陸上自衛隊第１１次隊に対し、来月１２日から「駆け付け警護」を任務に加える自衛隊行動命令を出した。宿営地の共同防護も任務に加え、医官を３人から４人に増やす。活動地域は首都ジュバとその周辺に縮小する。
　稲田氏は同日の記者会見で、駆け付け警護などで自衛官に犠牲者が出た場合の対応に関し「新たな任務の付与について命令を発出したのは私自身だから、全ての責任は私にある」と述べた。
駆け付け警護付与を命令　防衛相、ＰＫＯ派遣部隊に

東京新聞2016年11月18日 夕刊

 

　稲田朋美防衛相は十八日、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣する陸上自衛隊部隊に安全保障関連法に基づく新たな任務の「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」を付与する命令を出した。新任務を担う部隊は二十日以降、順次現地へ向かう。来月十二日から新任務遂行を適用する。現地の情勢は流動的で、隊員が戦闘に巻き込まれるリスクが高まるのは避けられそうにない。

　稲田氏は十八日の記者会見で、首都ジュバの治安情勢について「現在、比較的落ち着いているが、楽観できる状況ではなく、しっかり見ていく必要がある」と述べた。

　新任務の遂行で自衛隊員に犠牲者が出た場合について「新たな任務付与の命令を発出したのは私自身だから、全てのことの責任は私にある」と語った。具体的な進退は明言しなかった。

　命令は、南スーダンＰＫＯの自衛隊行動命令の一部を変更する内容で、派遣部隊の活動地域をジュバとその周辺に限定。新任務の実施地域も同様となる。衛生態勢の充実を図るため、医官を三人から四人に増員することも盛り込んだ。

「駆け付け警護」など新任務 来月から可能の命令 防衛相
ＮＨＫ11月18日 11時51分
稲田防衛大臣は、２０日から南スーダンに交代で派遣される自衛隊の部隊に対し、安全保障関連法に基づいて、来月１２日から「駆け付け警護」などの新たな任務の実施を可能とする命令を出しました。
政府は、国連のＰＫＯ＝平和維持活動にあたるため、アフリカの南スーダンに交代で派遣される自衛隊の部隊について、安全保障関連法に基づき、国連の関係者らが襲われた場合に救援に向かう「駆け付け警護」などの新たな任務を付与することを決めました。
これを受けて稲田防衛大臣は、１８日の閣議の後の記者会見で、２０日から順次、南スーダンに派遣される部隊に対し、来月１２日から、「駆け付け警護」と、宿営地が襲撃された場合に他国の部隊とともに守る「宿営地の共同防護」の、新たな２つの任務の実施を可能とする命令を出したと発表しました。
そのうえで、稲田大臣は「『駆け付け警護』の意義は、緊急の要請を受けて、対応できる範囲で助けられる人を見捨てないということだが、まだまだその意義の説明を浸透させることができていないと思うので、しっかり努力していきたい」と述べました。
南スーダン「不安定な状態続く」　国連事務総長が報告書
朝日新聞デジタルニューヨーク＝金成隆一2016年11月18日07時44分
　国連の潘基文（パンギムン）事務総長は、南スーダン情勢についての報告書をまとめ、国連平和維持活動（ＰＫＯ）の国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）が展開している首都ジュバと周辺の治安情勢について、「不安定な状態が続いている」と記した。民族対立をあおるヘイトスピーチが増えているという。

南スーダン・ジュバ市内の未舗装道路をトラックなどに分乗して走る民兵組織のメンバーたち。左は国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の看板＝１１月４日、仙波理撮影
　報告対象は８月１２日から１０月２５日の情勢。ジュバのある中央エクアトリア州などで複数の武力衝突が起きており、治安を悪化させているという。一例として、９月の若者らの衝突では、少なくとも１２人が死亡し、５千人以上の市民が住居を失ったという。
　現場では民族対立をあおる表現やヘイトスピーチ、特定の民族に対する暴力の扇動行為が増えており、地域や政治指導者が抑制に入らなければ、「大量の残虐行為を引き起こす可能性がある」と指摘している。
　南スーダンは２０１１年の分離独立後、石油利権をめぐってキール大統領とマシャル副大統領（当時）が対立。キール氏が出身のディンカ民族と、マシャル氏が出身のヌエル民族が対立する状態が続いている。
　南スーダン訪問から戻った国連人道問題調整事務所（ＯＣＨＡ）のジョン・ギング業務局長は１６日、国連本部で会見し、「食糧不足が急速に悪化しており、人道状況を懸念している」と述べた。昨年の同時期より１００万人多い、推定３７０万人が深刻な食糧危機に直面しており、「今ほど悪化したことはなく、さらに悪くなりそうな情勢にある」と指摘した。（ニューヨーク＝金成隆一）
産経新聞2016.11.17 13:50更新 
陸自、「駆け付け警護」の現場　「温度計は５０度を超える」日に焼けた関係者はそう言った…酷暑と緊張の南スーダン

ＰＫＯ施設内で、陸自隊員（手前）の活動を見る避難民キャンプの子供＝１６日、南スーダン・ジュバ（共同）
国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊が展開する南スーダンの首都ジュバ。陸自が新任務「駆け付け警護」を来月から担う現場は、酷暑と緊張の中にある。
　「日なたに置くと温度計は５０度を超える」。日に焼けた陸自関係者が言った。ジュバ南西部にある南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）司令部の敷地内で隊員らは、隣接する避難民キャンプとの間の防護壁を整備中。隊員が操る重機の音が響く中、小銃を持った警備担当の隊員が周囲に目を配る。政府軍と反政府勢力が戦った７月当時、司令部の近くに反政府側の拠点があった。避難民キャンプを警備していたＵＮＭＩＳＳの中国人隊員２人が攻撃を受けて死亡した。
　ジュバ北部にある陸自宿営地までは約１０キロ。部隊は１日の作業を終えると、未舗装のでこぼこ道を戻っていく。高機動車は速度を抑え、車上に顔を出した隊員は前方に広がる赤茶色の道を注視する。砲弾を受けた建物や焼け焦げた草木の脇を通り過ぎた。（共同）
米国　武器禁輸提案へ　南スーダン、治安悪化阻止狙う
毎日新聞2016年11月18日 21時19分(最終更新 11月18日 21時19分)
　【ヨハネスブルク小泉大士】米国のパワー国連大使は１７日、内戦再燃が懸念される南スーダンに関する国連安全保障理事会の会合で、「数日以内に武器禁輸の決議案を提出する」と語った。南スーダンでは武器のまん延が急速な治安悪化を助長しており、武器流入阻止の措置が急務と判断したとみられる。 
　パワー大使は南スーダンの現状について、「危機の瀬戸際にある」と指摘。決議案は、和平実現の「元凶」となっている政府指導者らの資産凍結や渡航制限も求めているという。現地を視察したばかりのディエン事務総長特別顧問も、急速に広がる民族間の対立などが「大虐殺に発展する恐れがある」と武器禁輸を勧告した。 
　これに対し、ロシアは「時期尚早」と反対し、中国も「状況を複雑にする」と決議案の採択に難色を示した。 
　南スーダンでは、中国や隣国スーダンなど国外から供給された銃器や弾薬が市民の間にも拡散しており、戦闘の継続や激化につながってきたとされる。 
　潘基文（バンキムン）事務総長は、１６日に公表された報告書で「大規模な残虐行為が起きる現実的な危険がある」と警告。こうした懸念が現実化した場合、国連の平和維持活動（ＰＫＯ）部隊には「阻止するだけの人員や能力も備わっていない」と指摘した。 
　ＰＫＯには日本の自衛隊も参加している。 
陸自「駆け付け警護」担う南スーダン　武器禁輸決議、米が提出へ

東京新聞2016年11月19日 朝刊
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　【ニューヨーク＝北島忠輔】内戦で多数の死傷者が出ている南スーダン情勢をめぐり、米国のパワー国連大使は十七日の安全保障理事会で、南スーダンに対する武器禁輸などを求める制裁決議案を提出する考えを示した。戦闘が激化する中、国連平和維持活動（ＰＫＯ）で「駆け付け警護」の新任務を担う陸上自衛隊員が赴く現地の情勢は緊迫の度を増している。

　決議案は、対立する政府軍と反政府勢力の双方に対する武器の供給や販売を禁止する内容。パワー氏は「政府と反体制派の戦闘による一般市民の犠牲をなくす第一歩になる」と説明し、各理事国に理解を求めた。

　常任理事国の英国とフランスは支持を表明。ロシアは「時期尚早」と反対の考えを示した。中国も慎重な姿勢を見せており、採択の見通しは立っていない。

　今月上旬に現地を訪れたアダマ・ディエン事務総長特別顧問も出席し、「七月の大規模な戦闘で政治対立が完全な民族紛争になり、憎悪が広がっている」と現状を報告。武器禁輸などの国際社会の行動が「民族大虐殺を防ぐ助けになる」と強調した。

　南スーダンでは、民族対立を背景に、政府軍と反政府勢力による内戦が二〇一三年十二月から続く。

　これまでに数万人が死亡し、七月の戦闘では二百七十人以上の犠牲者を出した。

　潘基文（バンキムン）事務総長は最近まとめた報告書で、首都ジュバの治安状況を「不安定」とし、首都ジュバを含むエクアトリア州の治安悪化が著しいと指摘。米国による制裁決議の提案は、流動的な現地情勢への危機感が背景にある。

　日本政府は自衛隊員の活動地域を「首都ジュバとその周辺地域に限定する」としており、隊員が戦闘に巻き込まれることへの懸念も高まっている。

米 南スーダンに武器禁輸などの制裁へ決議の草案示す
NHK11月18日 20時36分
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アメリカのパワー国連大使は１７日、政府軍と反政府勢力の対立が続く南スーダンに対して武器の禁輸などの制裁を科す方針を明らかにしました。国連外交筋によりますと、すでに安全保障理事会のメンバー国に制裁決議の草案を示したということで、南スーダン情勢の安定に向けて安保理が結束できるか問われそうです。
国連の安保理は１７日午後、会合を開き、南スーダンの国連派遣団などから最新情勢の報告を受け、今後の対応を協議しました。
この中で、アメリカのパワー国連大使は「南スーダン政府は、国連のＰＫＯ＝平和維持活動の部隊が民間人を保護するために行うパトロールなど基本的な任務の遂行を妨害し続けている」と述べて、南スーダン政府を非難しました。そのうえで、「武器の禁輸と、和平を妨げる個人を対象にした制裁を科す提案を推進する」と述べ、南スーダンに武器の輸出入を禁じる方針を明らかにしました。
国連の外交筋によりますと、アメリカはすでに安保理のメンバー国に制裁決議の草案を提示したということです。
武器の禁輸は、アメリカ、フランス、イギリスなどが支持する一方で、ロシアや中国が難色を示しているほか、この日の会合に出席した南スーダン政府の代表も「政府軍と反政府勢力を区別すべきだ」と反発していて、南スーダン情勢の安定に向けて安保理が結束できるか、これまで以上に問われそうです。
防衛装備庁幹部 　安保技術研究「特定秘密の対象外」
毎日新聞2016年11月18日 22時01分(最終更新 11月18日 22時01分)
　防衛装備庁は１８日、大学などの最先端研究に公募で直接資金を出す「安全保障技術研究推進制度」での研究結果について、「特定秘密保護法に基づく特定秘密の対象にはならない」と表明した。同制度の成果は「原則公開」とされるが、実際の文書には「事前の承諾」が必要と記載され、検閲で公開が制約されるなどと研究者から批判が出ていた。 
　戦後否定してきた軍事研究への姿勢を再検討するため、日本の科学者の代表機関「日本学術会議」が設置した検討委員会で、同庁ナンバー２の外園博一・防衛技監らが明らかにした。同庁幹部が出席したのは初めて。 
同制度は、自衛隊の防衛装備品に応用できる基礎研究に資金を出す事業で、同庁が定めた研究テーマが対象。制度開始２年で１９件が選ばれているが、成果の公開や使途に疑問が出ていた。検討委には、同制度を批判する池内了・名古屋大名誉教授も招かれ、「成果の公開は自由と文書に明記すべきだ」と批判。同庁側は「改善する」と述べた。【千葉紀和】 
オスプレイ　佐世保市長が搭乗…訓練視察、安全性ＰＲ
毎日新聞2016年11月18日 13時11分(最終更新 11月18日 13時31分)
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オスプレイに乗り込む朝長則男佐世保市長ら＝長崎県佐世保市で２０１６年１１月１８日午前１０時４１分、浅野孝仁撮影
　長崎県佐世保市の朝長則男（ともなが・のりお）市長は１８日、米海兵隊の新型輸送機ＭＶ２２オスプレイに初めて搭乗し、米軍と海上自衛隊の共同訓練を視察した。佐世保市の陸上自衛隊相浦（あいのうら）駐屯地に２０１７年度末に新設する離島奪還部隊「水陸機動団」の輸送手段としてオスプレイの佐賀空港配備が計画されており、安全性をＰＲする狙いがある。 
　訓練は長崎県沖で転覆した船をオスプレイが発見し、海上自衛隊佐世保地方総監部に連絡する内容。オスプレイは午前１０時４５分ごろ、佐世保市崎辺地区の海自ヘリ発着場を離陸し、県沿岸部を飛行した。佐世保地区労働組合会議は近くで集会を開き「市民にオスプレイを慣れさせる実績づくりに市長は加担するな」と抗議した。【浅野孝仁、峰下喜之】 
産経新聞2016.11.18 13:29更新 
「スピードあり、離島救援に使える」佐世保市長がオスプレイに初搭乗　　海自訓練

オスプレイに乗り込む朝長則男佐世保市長（右から２人目）＝１８日午前、長崎県佐世保市 
海上自衛隊佐世保地方総監部（長崎県佐世保市）は１８日、米海兵隊の新型輸送機オスプレイを使った訓練を実施し、朝長則男佐世保市長が初めて搭乗した。防衛省は同市に離島奪還作戦を担う「水陸機動団」を新設し、陸上自衛隊に配備するオスプレイを移動手段に使う方針で、安全性などをＰＲする狙いがあるとみられる。
　普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）所属のオスプレイは同日午前、朝長市長らを乗せて佐世保基地を離陸。市周辺の海上などを飛行した後に同基地に戻った。米軍との共同訓練で、別の基地での燃料補給も含まれている。陸自へのオスプレイ配備に賛成の立場を示してきている朝長市長は搭乗後、記者団に「スピードがあり、離島への救援に使えると思った」と述べた。
　防衛省は平成３１年から、陸自のオスプレイを佐賀空港（佐賀市）に順次配備する計画を立て、地元に受け入れを要請している。
対日軍事協力強化、６割反対＝情報協定締結に逆風－韓国


韓国の韓民求国防相＝１０月１９日、ワシントン（ＡＦＰ＝時事）
　【ソウル時事】韓国の世論調査機関「韓国ギャラップ」は１８日、日韓両政府が締結を目指す軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）を念頭に、日韓の軍事協力推進に関する調査で、協力強化への反対が５９％に上ったと発表した。締結推進は３１％にとどまった。
　ＧＳＯＭＩＡをめぐっては、韓国政府が１７日に次官会議を開き、協定案を承認。２２日に閣議決定する予定で、朴槿恵大統領の承認などを経て、日本政府との協定締結に進む見込み。
　だが、親友の国政介入疑惑で朴氏への攻勢を強める韓国野党は「国民の同意を無視した」などと反発。過半数の議席を占める野党３党は、韓民求国防相の解任建議案を国会に提出する方針で、１２月初めに建議案は通過する見込み。建議案に法的拘束力はなく、解任の判断は大統領が下す。
　韓国ギャラップによると、「歴史に反省のない日本と軍事的協力の強化をしてはいけない」に同意した人は５９％。「安全保障に日本の情報力が役に立ち、協定を締結しなければならない」が３１％となった。（2016/11/18-14:15）
再会談で同盟強化確認へ＝安倍首相「信頼できる指導者」－政府、新政権へ働き掛け


安倍晋三首相（左）とトランプ次期米大統領＝１７日、米ニューヨーク（内閣広報室提供）
　【ニューヨーク時事】安倍晋三首相は１７日（日本時間１８日）、米ニューヨークでトランプ次期大統領と約１時間半にわたり初の会談を行った。先の大統領選勝利後、トランプ氏が外国首脳と会うのは初めて。両氏は再会談することで一致。首相はその際、日米同盟の強化を内外に示したい考えで、日本側はトランプ氏周辺と意見交換を重ね、来年１月の新政権発足に備える。
　首相は会談後、記者団に「同盟は信頼がなければ機能しない。トランプ次期大統領はまさに信頼できる指導者だと確信した」と強調。トランプ氏は自身のフェイスブックで、会談について「素晴らしい友人関係を始められたことは喜ばしい」と語った。
　次期米大統領が就任前に日本の首相と会談するのは極めて異例。会談は非公式の形式を取り、マンハッタンの「トランプ・タワー」にあるトランプ氏の自宅で行われた。日本側は首相と通訳の２人だけで臨んだ。


トランプ次期米大統領（左から２人目）と会談する安倍晋三首相（同３人目）＝１７日、米ニューヨーク（内閣広報室提供）
　首相は会談内容を明らかにしなかったが、日米安全保障体制について、「米国のアジア戦略の要を成し、その強化は米国にも利益をもたらす」との見解を伝え、理解を促したもようだ。
　トランプ氏が離脱の方針を掲げた環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に関しても、日米が貿易・投資のルール作りをけん引する重要性を説いたとみられる。首相は記者団に「さまざまな課題について私の基本的な考え方を話した」と説明した。
　会談を受け、菅義偉官房長官は１８日の記者会見で「首脳間の強い信頼関係を築いていく上で、大きな一歩を踏み出す素晴らしい会談になった」と指摘。「地域と世界の平和と繁栄のため、日米同盟を一層深化、発展させていきたい」と述べた。
　日本政府はトランプ氏の大統領当選が決まって以降、河井克行首相補佐官を米国に派遣するなどして新政権の人事や政策を探ってきた。
　首相とトランプ氏の再会談は来年１月２０日の大統領就任式の後になるとみられ、日本側はそれに向けて外交や安全保障、通商などに関わる米側関係者への働き掛けを強める考えだ。　（時事通信2016/11/18-17:17）
首相「信頼できる指導者と確信」　トランプ氏と初会談

共同通信2016/11/18 11:35
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会談前、トランプ次期米大統領と握手を交わす安倍首相＝17日、ニューヨーク（内閣広報室提供・共同）[image: image13.jpg]


安倍晋三首相、トランプ次期米大統領（ゲッティ＝共同）
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トランプ次期米大統領の住居があるニューヨークのトランプタワー＝17日（共同）

　【ニューヨーク共同】安倍晋三首相は17日夕（日本時間18日朝）、トランプ次期米大統領とニューヨークで約1時間半にわたり会談した。会談後、首相は「トランプ氏は信頼できる指導者であると確信した」と記者団に述べた。両氏は大統領就任後に再協議することで一致した。会談は少人数で実施した。具体的内容は非公開としたが、アジア太平洋地域における日米同盟の重要性を確認。首相は環太平洋連携協定（TPP）を含めた自由貿易推進の意義も強調したようだ。

　大統領選直後の異例の早期訪米で、トランプ氏と個人的な信頼関係の構築を狙った。

首相 トランプ氏と「信頼関係築けると確信持てた」
ＮＨＫ11月18日 14時28分
安倍総理大臣は日本時間の１８日朝、訪問先のニューヨーク市内でトランプ次期大統領とおよそ１時間半にわたって会談しました。このあと、安倍総理大臣は記者団に対し、信頼関係を築いていけると確信の持てる会談だったという認識を示したうえで、双方の都合のよいときに改めて会談することで一致したことを明らかにしました。
安倍総理大臣は日本時間の１８日午前０時前、政府専用機で最初の訪問地・ニューヨークに到着し、午前７時前から、ニューヨーク市内のトランプ氏の住居が入る「トランプタワー」で、トランプ次期大統領との初めての会談に臨みました。
会談は通訳だけを同席させる非公式な形式で、およそ１時間半にわたって行われました。
会談のあと、安倍総理大臣は記者団に対し、「２人で本当にゆっくりと、じっくりと、胸襟を開いて率直な話ができた。大変温かい雰囲気の中で会談を行うことができた。ともに信頼関係を築いていくことができると確信の持てる会談だった。私はトランプ次期大統領は信頼できる指導者であると確信した」と述べました。
また、安倍総理大臣は、日米同盟を基軸とする日本の外交安全保障政策など、基本的な考え方を説明したとしたうえで、「さまざまな課題について話をしたが、まだトランプ次期大統領は正式に大統領に就任していない。そして、今回は非公式の会談であることから、中身をお話するのは差し控えさせていただきたい」と述べました。
そして、安倍総理大臣は、「２人の都合のいいときに、再び会って、さらにより広い範囲について、より深くお話をしようということで一致した」と述べ、双方の都合のよいときに改めて会談することで一致したことを明らかにしました。
日本の総理大臣が、アメリカ大統領選挙で勝利した候補者と就任式の前に会談するのは極めて異例です。
安倍総理大臣としては、日本の安全保障環境が厳しさを増す中で、トランプ氏と速やかに会談することで、個人的な信頼関係を構築する足がかりを築き、強固な２国間関係の堅持につなげる狙いがありました。
ただ、トランプ氏が今後、どのような具体的な政策を打ち出していくのかは依然として見通せず、安倍総理大臣は、引き続きアメリカ議会を含むさまざまなルートを通じて、トランプ新政権との関係作りを進めていくものと見られます。
トランプ氏 首相との写真を投稿
トランプ次期大統領は、安倍総理大臣との会談のあと、みずからのフェイスブックに笑顔で、安倍総理大臣と並んで写っている写真を投稿しました。そしてトランプ氏は、「安倍総理大臣が私の自宅を訪れ、これから偉大な友情が始まることを嬉しく思う」とコメントしています。
外務省幹部「成功に終わった」
会談を受けて、外務省幹部は「今回の会談の大きな目的は、トランプ次期大統領に会って信頼関係を築くということだったので、信頼関係を築くことができ、成功に終わった。今回の会談で、安倍総理大臣の考えは伝えたので、個別の具体的政策については、引き続き両国で協議していくことになる」と話しています。
防衛相「信頼関係を築くよい一歩」
稲田防衛大臣は閣議のあとの記者会見で、「当初の予定は４５分だったところが１時間４０分におよぶ会談だったとも聞いている。日米同盟は大変、重要な関係で、安倍総理大臣とトランプ次期大統領が予定時間を大幅に延長して率直な話ができたことは、信頼関係を築いていく、よい１歩になったのではないかと思う」と述べました。
経済同友会代表幹事「大きな収穫」
安倍総理大臣とトランプ次期大統領との会談について経済同友会の小林代表幹事は記者団に対し、「世界で一番最初に会談したのは大きな収穫で安倍総理大臣が成功裏に終わらせたのは日本にとっていいことだ。今までの歴史を見ても選挙で言ったことと大統領になってから行うことはかなり変節しており、トランプ氏も状況しだいで過去にこだわらず変えられるタイプではないかと期待している」と述べました。
安倍首相「信頼築けると確信」＝トランプ氏と初会談－１時間半、再会で一致
　【ニューヨーク時事】安倍晋三首相は１７日夕（日本時間１８日朝）、米ニューヨークでトランプ次期大統領と初の会談を行った。この後、首相は記者団に「胸襟を開いて率


トランプ次期米大統領との会談後、記者団に説明する安倍晋三首相（右）＝１７日、米ニューヨーク（ＡＦＰ＝時事）
直な話ができた。信頼関係を築いていけると確信の持てる会談だった」と指摘。その上で、再会談を行うことで一致したことを明らかにした。会談の具体的なやりとりへの言及は避けたが、日米同盟の重要性や環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の意義などについて説明したとみられる。
　会談は、マンハッタンの「トランプ・タワー」にあるトランプ氏の自宅で、予定より３０分長い約１時間半行われた。日本側は首相と通訳だけで臨み、トランプ氏側は長女イバンカさんらが同席した。就任前の次期米大統領と日本の首相による会談は異例。大統領選勝利後、トランプ氏と外国首脳の会談は初めて。
　首相は「大変温かい雰囲気の中で会談を行うことができた」と説明。「２人の都合の良いときに再び会い、より広い範囲で深く話をしようということで一致した」と述べた。
　首相は「私の基本的な考え方は話をした」と明言、日本の立場を説明したことを明らかにした。ただ「今回は非公式の会談なので、中身について話すことは差し控えたい」と述べるにとどめた。
　一方、トランプ氏は自身のフェイスブックで、会談について「素晴らしい友人関係を始められたことは喜ばしい」と語った。
　トランプ氏は選挙戦で、在日米軍駐留経費の日本側全額負担や、日米安全保障条約に定められた対日防衛義務の放棄と受け取られる発言をしてきた。これについて記者団から会談での印象を問われた首相は「同盟は信頼がなければ機能しない。トランプ氏は信頼できる指導者だと確信した」と強調した。　
　首相としては、大統領就任前の会談という性格を踏まえ、今回は政策面での突っ込んだ意見交換より信頼関係の構築に主眼を置いたとみられる。（時事通信2016/11/18-11:45）
信頼強調、内容は非公表　安倍首相とトランプ氏が初会談
朝日新聞デジタルニューヨーク＝石松恒、小野甲太郎2016年11月19日00時35分
　米ニューヨークを訪問中の安倍晋三首相は１７日（日本時間１８日）、外国首脳として初めてトランプ次期米大統領と会談した。首相とトランプ氏は会談後、ともに信頼関係づくりにつながったとして成果を強調。ただ、１時間半に及んだ会談の内容は伏せられ、日本国内では野党から批判の声が上がっている。

トランプ次期米大統領（左）と会談する安倍晋三首相＝１７日、米ニューヨーク、内閣広報室提供


　首相は会談後、ニューヨーク市内のホテルで記者団に「同盟は信頼がなければ機能しない。トランプ氏はまさに信頼できる指導者だと確信した」と語った。トランプ氏も自身のフェイスブックで「素晴らしい友人関係を始められたことは光栄だ」と成功を強調した。
　会談は、トランプ氏の自宅と政権移行チームの拠点を兼ねるトランプ・タワーの上層階で行われた。４５分の予定から大幅に延長。両氏は適当な時期に再会談することで一致し、タワーを出る首相をトランプ氏自身が階下まで見送った。
　日本の首相が就任前の次期米大統領と会うのは極めて異例。過激な発言を続けるトランプ氏との関係作りを急いだ首相と、主要な同盟国の日本の首相と会談して国内外の批判を鎮めたいトランプ氏との思惑が一致し、実現した。
　会談内容について、首相は「私の基本的な考え方については話した」と記者団に説明。安倍政権の幹部によると、会談では日米関係や世界情勢などについて幅広く意見が交わされたという。ただ、詳細については首相はトランプ氏が大統領に就任する前であることを理由に説明を避けた。
　トランプ氏は大統領選の期間中、在日米軍の駐留経費を日本が全額負担しない場合の米軍撤退を示唆し、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）からの撤退も主張。首相が今回の会談で、こうした問題についてトランプ氏の真意をただしたのかどうかは不透明だ。
　これに対し、民進党の蓮舫代表は１８日の党の会合で「我が国の国益にかかる話は、どう主張し何という返事が返ってきたのか。首相には説明する義務がある」と述べた。（ニューヨーク＝石松恒、小野甲太郎）
日米同盟に理解促す＝安倍首相、ＴＰＰ意義強調－トランプ氏と初会談
　【ニューヨーク時事】安倍晋三首相は１７日夕（日本時間１８日朝）、米ニューヨークでトランプ次期大統領と初の会談を行った。首相は、アジア太平洋地域の安定と繁栄には、引き続き日米同盟の強化が不可欠との見解を表明。環太平洋連携協定（ＴＰＰ）については、自由貿易体制の重要性を訴え、先の大統領選で離脱の方針を掲げたトランプ氏の真意を聞く。
　会談は、マンハッタンの「トランプ・タワー」にあるトランプ氏の自宅で約１時間半行われた。就任前の米次期大統領と日本の首相による会談は異例。大統領選勝利後、トランプ氏と外国首脳の会談は初めて。
　トランプ氏は選挙戦で、在日米軍駐留経費の日本側全額負担や、日米安全保障条約に定められた対日防衛義務の放棄と受け取られる発言をしてきた。首相は会談で「日米安保体制は米国のアジア戦略の要であり、その強化は米国にも利益をもたらす」との認識を伝え、理解を求める見通しだ。
　ＴＰＰについては、貿易・投資のルール作りを日米がけん引する必要性を強調。ＴＰＰが頓挫すれば、米国が加わっていないアジア広域の域内包括的経済連携（ＲＣＥＰ）に軸足が移り、ルール策定を中国が主導することへの懸念を伝える。　
　また、中国による東・南シナ海への海洋進出と急速な軍拡、北朝鮮の核・ミサイル開発など、アジア太平洋地域の厳しい安全保障環境について意見を交わしたい意向。来年１月２０日の大統領就任後の早いタイミングで首脳会談を開催することも提案、「最高水準の信頼関係」構築への意欲を伝えるとみられる。（時事通信2016/11/18-08:42）
首相・トランプ氏初会談　まず「友好」　内容明かさず

東京新聞2016年11月19日 朝刊

 　【ニューヨーク＝古田哲也】米国を訪問している安倍晋三首相は十七日（日本時間十八日）、ドナルド・トランプ次期米大統領とニューヨークで初めて会談した。安全保障や経済分野でオバマ政権から大幅な政策変更を明言する新たなリーダーに対し、日本の立場を説明。来年一月の就任後にあらためて会う約束を取り付けた。ただ、二人の基本的な考え方の違いは大きく、簡単に溝は埋まらない。友好関係の演出を優先し、双方とも具体的な協議内容は明らかにしなかった。

　首相が就任前の次期米大統領と会談するのは極めて異例。トランプ氏は選挙戦などで環太平洋連携協定（ＴＰＰ）離脱の意向を示したり、日本に米軍駐留経費の負担増を求めたりしており、早期にトランプ氏の真意を確かめる必要があると判断した。

　会談は四十五分の予定だったが、一時間半にわたって行われた。参加者はほかに、トランプ氏の娘のイバンカさん、その夫のジャレッド・クシュナー氏、外交アドバイザーのフリン元国防情報局長らごく少数だった。トランプ氏が大統領選後に外国首脳と直接会談するのは安倍首相が初めて。

　首相は会談後、「同盟は信頼がなければ機能しない。次期大統領は信頼できる指導者だと確信した」と記者団に語った。トランプ氏も自身のフェイスブックに「素晴らしい友情関係の始まりとなったことをうれしく思う」と書き込んだ。

　具体的内容を明かさなかった理由について、外務省幹部は「大統領は一人。（就任するまでは）大統領ではない」とあくまで非公式会談であることを強調した。

首相「信頼築けると確信」　次期米大統領のトランプ氏と初会談

東京新聞2016年11月18日 夕刊

 　【ニューヨーク＝古田哲也】訪米中の安倍晋三首相は十七日夕（日本時間十八日朝）、ドナルド・トランプ次期米大統領とニューヨークで会談した。首相は会談後、「ともに信頼関係を築いていくことができると確信を持てる会談だった」と述べた。日米同盟に関しては「同盟は信頼がなければ機能しない。トランプ次期大統領は信頼できる指導者だと確信した」と強調した。

　会談内容については「さまざまな課題について私の基本的な考え方を話した」と説明。トランプ氏が大統領選で脱退を明言した環太平洋連携協定（ＴＰＰ）や、日本側に負担増を求めてきた在日駐留米軍経費など具体的な課題については、トランプ氏が就任前で非公式会談だったことを理由に、取り上げたかどうかを明言しなかった。議論の具体的な内容は公表されなかった。

　トランプ氏は自身のフェイスブックで「素晴らしい友情関係の始まりとなったことをうれしく思う」と書き込んだ。

　会談は約一時間半にわたり、トランプ氏の住居があるトランプタワーで、通訳を伴って行われた。トランプ氏の外交アドバイザーのフリン元国防情報局長、トランプ氏の娘イバンカさんや夫のジャレッド・クシュナー氏らも立ち会った。トランプ氏が大統領選後に外国首脳と直接会談するのは安倍首相が初めて。次期米大統領が就任前に外国首脳と会談するのも異例だ。

　首相は会談について「二人でじっくりと胸襟を開いて、率直な話ができた。温かい雰囲気で会談できた」と述べた。再会談については「二人の都合のいいときに再び会い、さらにより広い範囲について、より深く話し合うことで一致した」と述べた。

　首相は十日にトランプ氏と電話で会談し、早期に首相が訪米して会談することで一致。ペルーでのアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）に先立ち、首相が米国に立ち寄った。

トランプ氏 安全保障政策担当の大統領補佐官にフリン氏起用
NHK11月19日 5時00分
アメリカのトランプ次期大統領は、安全保障政策を担う大統領補佐官にフリン元国防情報局長官を、また、司法長官に強硬な不法移民対策を主張するセッションズ上院議員を、それぞれ起用すると発表し、このあと重要ポストの国務長官と国防長官に誰を起用するのか、注目されます。
トランプ次期大統領は１８日、ホワイトハウスで安全保障政策を担当する大統領補佐官にマイケル・フリン元国防情報局長官を、司法長官にジェフ・セッションズ上院議員を、さらに、ＣＩＡ＝中央情報局長官にマイク・ポンぺイオ下院議員を起用すると発表しました。
大統領補佐官に起用されたフリン元長官は陸軍の退役中将で、大統領選挙では早くからトランプ氏を支持し、外交や安全保障の分野で助言を行ってきました。
また、司法長官に起用されたセッションズ上院議員と、ＣＩＡ長官に起用されたポンペイオ下院議員も、共和党の中でいち早くトランプ氏への支持を表明し、とりわけセッションズ議員は、強硬な不法移民対策を主張して、トランプ氏の発言にも影響を与えてきたと見られています。
トランプ氏は、４年前の大統領選挙の共和党の候補者だったロムニー氏との会談を予定するなど、政財界の要人らと意見を交わしながら、新政権の人事に向けた党内の調整を進めていて、アメリカの外交と安全保障の鍵を握る国務長官と国防長官に誰を起用するのか、注目されます。
フリン氏の経歴と起用の狙い
安全保障担当の大統領補佐官に起用されたマイケル・フリン元国防情報局長官は５７歳。アメリカ陸軍の退役中将で、大統領選挙でアメリカの外交・安全保障を担ってきた元政府高官ら、多くの専門家が反トランプ氏の姿勢を鮮明にする中、早くからトランプ氏への支持を表明して選挙運動でも積極的に演説を行い、外交・安全保障政策の顧問を務めた側近の１人です。
アメリカ陸軍の現役時代には、アメリカ中央軍の情報部門の責任者を務めるなど、情報分野の専門家としてイラク戦争やアフガニスタンでの対テロ作戦にも関わり、国防情報局長官に就任しましたが、上層部との確執などから任期途中で退役を迫られたとされ、以来、オバマ政権のテロ対策に批判的な立場を示してきました。
一方、選挙期間中のことし７月のＮＨＫとのインタビューで、日米関係について、「極めて重要なパートナーで、強固な関係を持ち続ける」と述べ、日米同盟を重視する姿勢を強調しながらも、トランプ氏がアメリカの厳しい財務状況を踏まえ、同盟関係を再検証するべきだとしていることは支持していました。
フリン氏の起用について、トランプ氏は声明で、「イスラム過激派組織を打ち負かすため、側近として迎え入れることを誇りに思う。私の政権で、かけがえのない存在となるだろうと」と述べ、フリン氏への期待を示しました。
トランプ氏としては、最優先課題に掲げる過激派組織ＩＳ＝イスラミックステートの壊滅に向け、フリン氏を新政権の外交・安全保障政策の要となる大統領補佐官に起用することで、この分野でのみずからの経験不足を補う狙いもあると見られます。
トランプ氏 首相との会談で日本の懸念払拭の評価も
ＮＨＫ11月18日 16時40分
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アメリカのトランプ次期大統領は、安倍総理大臣と会談し日米関係を重視する姿勢を見せ、対日政策について不安視する見方もあった同盟国、日本の懸念払拭（ふっしょく）に努めたという受け止めも出ています。
トランプ次期大統領は１７日、ニューヨークで安倍総理大臣と会談し、みずからのフェイスブックに笑顔で安倍総理大臣と並んで写っている写真を投稿しました。そしてトランプ氏は、「安倍総理大臣が私の自宅を訪れてすばらしい友情が始まったことをうれしく思う」と書き込み、日米関係を重視する姿勢を見せました。
トランプ氏は大統領選挙の期間中、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定から離脱すると明言したほか、日本は在日アメリカ軍の駐留経費の負担を増やすべきだと訴えていたため、対日政策について不安視する見方もありました。
しかし、会談を受けてアメリカの有力紙ワシントン・ポストは「トランプ氏はみずからの外交政策をめぐって不安になっている世界の指導者を安心させようとした」と伝えました。
さらにイギリスの新聞フィナンシャル・タイムズは「安倍総理大臣がトランプ氏を『信頼できる指導者』と呼んだ」という見出しで報じるなどトランプ氏が同盟国、日本の懸念払拭に努めたという受け止めも出ていて、世界が注目した外交デビューは一定の成果を上あげた形となりました。
韓国メディア 安全保障政策に関心
安倍総理大臣とアメリカのトランプ次期大統領が会談したことについて、韓国では、日米同盟など安全保障政策についてどのような意見を交わしたのかについて関心が集まっています。
公共放送のＫＢＳは、正午のニュースで、ニューヨークから特派員がリポートし、「トランプ氏が選挙のあと外国の首脳の中ではじめて日本の安倍総理大臣と会った」としたうえで、双方が都合のよい時に改めて会談することで一致したことなど会談について詳しく伝えました。
また、通信社の連合ニュースは、「安倍総理大臣としては、トランプ氏との信頼関係の構築が今回の会談の狙いだったようだ」と分析したうえで、「在日アメリカ軍の駐留経費の負担や北の核問題などについて議論したと見られる。トランプ氏は外交と安全保障分野で新政権の人選を進めているが、韓国はしっかり対応できているのだろうか」として、韓国政府もトランプ氏との関係構築を急ぐべきだと伝えました。
中国メディア ＴＰＰめぐり報道
中国の主要メディアは、安倍総理大臣とトランプ次期大統領の会談について詳しく伝えていて、このうち、国営の中国中央テレビは、１８日正午のニュースで、「安倍総理大臣がトランプ氏との会談を急いだのは、トランプ氏が選挙期間中にＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定に反対の態度を表明し、在日アメリカ軍の駐留経費の全額負担を要求する考えを示して、日本側に緊張が走ったためだと見られる」と伝えました。
そのうえで、「ＴＰＰの先行きがより不透明になる中、安倍総理大臣は衆議院でＴＰＰ関連法案の強行採決をはかり可決させたが、日本のメディアはこうした努力が事実上、何の意味もないと見ている」などと伝えました。
中国外務省 第３国の利益損なうな
安倍総理大臣とトランプ次期大統領の会談について中国外務省の耿爽報道官は、１８日の記者会見で、「国と国が正常な２国間関係を発展させることは頼もしいことだが、同時に２国間関係が第３国の利益を損なうことがないよう望む。地域の国の安全に対する関心を尊重し、地域の平和と安定に有利となることをするべきだ」と述べました。
安倍トランプ会談「良い関係作ること、大成功」

読売新聞2016年11月18日 23時08分

　前駐米大使の藤崎一郎氏と政策アナリストの横江公美氏、作家の山本一力氏が１８日、ＢＳ日テレの「深層ＮＥＷＳ」に出演し、安倍首相とドナルド・トランプ次期米大統領との会談について議論した。

　藤崎氏は「早い時期に会えたのは良かった。個別の問題（の議論）ではなく、（首相から）アジアの中核の立場にある日本としての大きな見方を伝えたのではないか」と指摘。横江氏も「大事なことは良い関係を作ることで、大成功した」と評価した。

首相・トランプ氏会談「朝貢外交では」　民進・安住氏
朝日新聞デジタル2016年11月18日18時33分
■安住淳・民進党代表代行
　（安倍晋三首相とトランプ氏の会談について）大統領選の時のいろんな発言を聞いていて、この人が信頼できると思う国民は少ないと思う。むしろ懸念を表明している人が多い。首相が１時間ちょっと会っただけで「この人は大変信頼できる」と言った以上、どこが信頼できるのか、国民に説明する責任がある。
　当選して１週間後にとんでいくというのは、大変失礼だが『朝貢外交』でもやっているつもりではないかと思う。私は評価しない。会談の内容を明らかにしないなどということは、あちらはオフィシャルな立場ではないから済まされるが、首相は公務として行っている以上、しっかりと説明責任を果たしてもらわなければならない。
　まるで全世界に先駆けて会いましたと一部メディアも大騒ぎしているけど、本当にそんなこと自慢する話なのか。各国の首脳は冷静に分析しているんだと思いますよ、いま。どういう顔ぶれでどういう体制になって、どういう考えかたをもって対日路線、アジア、ヨーロッパの国々は自分の国にどういうアプローチを新政権がしてくるのか見極めた上で会うのが、本来のオーソドックスな外交のやりかたではないか。それを逸脱して、無理に日程をとって会いにいっている。なぜそういうことをして、そこでどういう会話をしたのか、説明する義務があるのではないか。（定例記者会見で）
産経新聞2016.11.18 17:36更新 
【安倍・トランプ会談】民進・安住淳代表代行「朝貢外交でもやっているつもりでは」
　民進党の安住淳代表代行は１８日の記者会見で、安倍晋三首相がトランプ次期米大統領と米ニューヨークで会談したことについて「当選して１週間後に飛んでいくというのは、朝貢外交でもやっているつもりではないか。私は評価しない」と述べた。
　安住氏は「世界で最初に会うことが本当に正しい外交姿勢なのか極めて疑問だ」と述べ、トランプ氏が新政権の人事構想を固めていない段階で会談した首相を批判。「日米安保もＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）も、体系だったものをしっかり捕らえた上で話し合うべきものだ」と強調した。
　日本政府が会談内容を明らかにしないことについては「公務として行っている以上、しっかりと説明責任を果たしてもらわなければならない」と述べた。
産経新聞2016.11.18 10:33更新 
【安倍・トランプ会談】民進党・蓮舫代表「何をもって信頼できるのか？　詳しく説明する義務」と注文

民進党の蓮舫代表（斎藤良雄撮影） 
　民進党の蓮舫代表は１８日午前の参院議員総会で、安倍晋三首相が訪問先の米ニューヨークでトランプ次期米大統領と会談したこと関して「首相は会談後、『信頼できる指導者だと確信した』と発言された。何をもって信頼できるのか。ぜひ詳しく説明してほしい」と注文を付けた。
　さらに「首相は（大統領選後）トランプ氏と最初に会った先進国のトップなので、率直に評価はする」と述べた。ただ、「今国会で無理やり審議を進めている環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）について確認はしたのか。駐留米軍の経費の問題など、わが国の国益にかかる話はどこまで主張し、どういう返事があったのか。非公式会談ではあるが、首相は説明する義務がある」と強調した。
産経新聞2016.11.18 11:49更新 
【安倍・トランプ会談】自民党・二階俊博幹事長「積極果敢な外交姿勢を多とする」　安倍晋三首相とトランプ氏との会談を評価
自民党の二階俊博幹事長は１８日の記者会見で、安倍晋三首相が訪問先の米ニューヨークでトランプ次期米大統領と会談したことについて「世界の指導者の中で、直接、米国に乗り込んだのは、今は安倍首相をおいていない。積極果敢な外交姿勢を多としたい」と述べた。
　そのうえで「今回の地ならしで、十分成功していると思う。できるだけ早い機会に日米の首脳会談が行われるようにするのが当面の課題だ」と述べ、来年１月のトランプ氏の大統領就任後、早期の日米首脳会談実現が必要との認識を示した。
　政府・与党はトランプ氏が脱退を表明している環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案の今国会での成立を目指しているが、二階氏は「国会審議と日米会談をうまく連動させるのは大変難しい技だが、日本としては米国がどういおうと、ＴＰＰは方針通り、しっかり進めていく」と強調した。
　党として議員団を米国に派遣する考えも明らかにした。
産経新聞2016.11.18 11:41更新 
【安倍・トランプ会談】公明・井上義久幹事長「高く評価したい」　首相とトランプ氏の会談
公明党の井上義久幹事長は１８日の記者会見で、安倍晋三首相が訪問先の米ニューヨークでトランプ次期米大統領と会談したことについて「日米関係は両国首脳の信頼関係を築くのが最も重要だ。その重要な一歩になった。高く評価したい」と述べた。
産経新聞2016.11.18 19:47更新 
【安倍・トランプ会談】中国メディア、「拝謁」「朝貢」と揶揄　「日米の相違は大きい」
【北京＝藤本欣也】安倍晋三首相とトランプ米次期大統領の会談について、中国外務省の耿爽報道官は１８日、具体的な会談内容は不明としつつも、国家間の協力が「第三者の利益を毀損（きそん）してはならない」と今後の日米関係にくぎを刺した。
　中国共産党機関紙、人民日報系の環球時報は１８日付で、「安倍、トランプに“朝貢”」との見出しを掲げて関連記事を掲載。安倍政権がトランプ氏の当選を受け、慌てて異例の会談を設定したことに関し、「安倍は朝貢に行くのか」との批判が日本のインターネット上に出ていると伝えた。
　同紙は社説「安倍、トランプに“拝謁”して何を得るのか」でも、トランプ氏が公約に掲げた環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）脱退などを念頭に、「アジア太平洋地域の問題で日米の相違は大きく、覆い隠せない」と強調した。
　中国の習近平国家主席は現在、１９、２０両日にペルーで開かれるアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議に合わせ、南米を歴訪中だ。ＴＰＰをめぐってはペルーのクチンスキ大統領が、米国の代わりに中露を加えた新たな枠組み作りに言及するなど、関係国の足並みが乱れている。
　上海・復旦大学の沈丁立教授は「中国の国家元首による中南米訪問は過去４年間で３回目。これは中国政府が同地域を戦略的に重視している表れだ」と指摘。中国メディアは「（壁を築くトランプ氏に対し）習主席は友好の橋を築く」とアピールしている。
産経新聞2016.11.18 19:44更新 
【安倍・トランプ会談】菅義偉官房長官「トランプ氏は現実的な大統領になるだろう」
菅義偉官房長官は１８日のＴＢＳ番組の収録で、トランプ次期米大統領について「非常に現実的な大統領になるだろう」と語った。在日米軍の経費負担などをめぐるトランプ氏の発言を「国民をひきつける戦術」と分析した上で、「当選後は落ち着いて言葉を選びながら発言している」と評した。大統領選前に、トランプ氏側近のマイケル・フリン元国防情報局長と会談していたことも明かした。
官房長官 首相とトランプ氏の会談「極めていいスタート」
NHK11月18日 22時00分
[image: image20.jpg]



菅官房長官は東京都内で講演し、安倍総理大臣とアメリカのトランプ次期大統領との初めての会談について、「日米関係を最優先とする安倍政権と日本にとって、極めていいスタートとなった」と述べ、会談の意義を強調しました。
この中で、菅官房長官は、安倍総理大臣とアメリカのトランプ次期大統領との会談について、「非常にいい雰囲気で行われたのは間違いなく、最高のスタートを切ることができた。トランプ氏が大統領に就任してから改めて会談することでも合意しており、日米関係を最優先とする安倍政権と日本にとって、極めていいスタートとなった」と述べました。
また、菅官房長官は、ロシアとの北方領土問題を含む平和条約交渉について、「４島の帰属を明確にしたうえで、平和条約を結べる方向で、これから政府を挙げて取り組んでいく。何島を返還とかいうことは全く提案していない。すべて、首脳どうしの会談に委ねられる」と述べました。
さらに、菅官房長官は、衆議院の解散・総選挙について、「まさに、これから一億総活躍社会の実現に向けて対策を実行に移していく。安倍総理大臣が解散すると言えば解散する、解散しないと言えば解散しない。それ以上でも、それ以下でもない」と述べました。
一方、民放のテレビ番組の収録で、菅官房長官は、トランプ氏について、「実業家であり、自由貿易や経済については十分にわかったうえで発信している。当選してからは非常に落ち着いて言葉を選びながら発信しており、非常に現実的な大統領になるだろうと思う」と述べました。
また、菅官房長官は、トランプ氏の外交・安全保障政策のアドバイザーを務める元国防情報局長官のマイケル・フリン氏と会談したことに言及し、「いろいろな意見交換をしたが、安全保障については従来と変わらないと思った」と述べました。
産経新聞2016.11.18 12:47更新 
【安倍・トランプ会談】「尖閣の防衛に関与するとの言質を取れるか取れないかで、防衛政策変わる」防衛省幹部ら会談注目
トランプ次期米大統領は日本に厳しい発言を繰り返してきただけに、国内の関係者は１８日、安倍晋三首相とトランプ氏の初会談を、関心を持って見守った。
　選挙期間中、駐留米軍経費負担の増加を訴えてきたトランプ氏。防衛省幹部の一人は「今回は突っ込んだやりとりはしないだろうが、今後、実際に思いやり予算の増額を求めてきたらどうするか」と警戒。別の幹部は「尖閣諸島の防衛に米国が関与するとの言質を取れるか取れないかで、日本の防衛政策はがらりと変わる」と指摘した。
　ＴＰＰに反対する北海道浜中町の酪農家、下元定信さん（６２）は「関係国の国民が納得できる内容でなければ意味がない。節度のある貿易が大切だ」と批判。上士幌町の牧場「ドリームヒル」の小椋幸男社長（６５）も「（ＴＰＰは）今まで必要なかったので、ここへ来て急に騒ぐ必要もない。正直、もうどちらでもいい」とあきれた様子だった。
産経新聞2016.11.18 19:10更新 
【安倍・トランプ会談】同盟国への前向きなメッセージ　関係国の動揺抑える狙い？　

ドナルド・トランプ次期米大統領の娘、イバンカ氏（右端）と夫のジャレッド・クシュナー氏（同２人目）と話す安倍首相＝１７日、ニューヨークのトランプタワー（内閣広報室提供・共同） 
【ニューヨーク＝加納宏幸】トランプ次期米大統領は大統領選の期間中、日韓や北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）の欧州諸国が米軍駐留経費の負担増に応じなければ米軍を撤退させると示唆してきた。政権移行準備で多忙を極める中での安倍晋三首相との会談は、米国の進路に対する関係国の動揺を抑える狙いがあるとみられる。
　トランプ氏の外交デビューに米紙ニューヨーク・タイムズは「安倍首相は日米の安全保障、通商関係の将来を再確認するため、トランプ氏に会う世界で最初の指導者になる」と報じた。
　一方で国務省や国防総省は、会談に先立ってトランプ氏に日米関係に関する政策説明を行わなかったとしており、米メディアは同氏が米国の外交・安全保障の方針に反する発言をする恐れに懸念を示していた。
　そのため、トランプ氏の選対本部長だったコンウェイ氏は１７日、会談が非公式のものであると記者団に強調し、「オバマ大統領が今後２カ月間、現職である事実に配慮し、外交上の合意はしない」と述べた。
　安倍首相が「家に立ち寄った」（トランプ氏）機会を利用した非公式会談という位置付けのため、双方とも詳細な会談の内容を明らかにしていない。
　トランプ氏は選挙戦を通じてオバマ氏を「米国史上、最悪の大統領」と呼び、現政権の外交・安全保障政策をことごとく批判。現政権からの急激な政策転換の可能性があった。
　とりわけ、トランプ氏の米軍駐留経費負担をめぐる主張や日韓の核武装を容認する発言は、中国の海洋進出や北朝鮮の核・ミサイル開発の脅威にさらされるアジアの同盟国に、米国の抑止力提供に対する不安を引き起こした。
　オバマ氏によると、トランプ氏はオバマ氏との１０日の会談で、ＮＡＴＯなど「中核となる戦略的関係を維持する」と発言。トランプ氏が来年１月の大統領就任後に予定しているとされるプーチン氏との会談に先立ち、安倍首相と膝詰めで話し合い、「素晴らしい友好関係」（トランプ氏）の端緒をつかんだことは、同盟国への前向きなメッセージとなった。
ＮＡＴＯの協調維持確認＝トランプ次期政権下の展望議論－米欧首脳


１８日、ベルリンでドイツのメルケル首相（左から２人目）ら欧州主要国首脳と会談するオバマ米大統領（左）（ＡＦＰ＝時事）
　【ベルリン時事】オバマ米大統領は１８日、ベルリンで、ドイツ、英国、フランス、イタリア、スペインの欧州主要５カ国首脳と会談した。トランプ次期米政権が欧州への関与を減らすことが懸念される中、首脳らは米欧連携の展望を議論し、北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）の協調を維持する重要性で一致した。
　オバマ大統領は１７日、メルケル独首相との共同記者会見で「米国は欧州の安定と安全に根本的な利益を有している」と強調した。一方、トランプ氏はＮＡＴＯに加盟する欧州諸国に一層の「自己負担」を求めており、欧州防衛に対する見解は大きく異なる。各国首脳は米政権交代後のＮＡＴＯの在り方について突っ込んだ意見交換を行ったもようだ。
　また、米国や欧州主要国にとっては、ウクライナ危機やシリア内戦も重要な共通課題。交渉相手のロシアがトランプ次期政権発足後に出方を変える可能性があるが、各国首脳はウクライナ問題を受けた対ロ制裁を当面維持していく方針を確認した。
　メルケル首相は米欧首脳との協議後、メイ英首相と個別に会談。メイ首相が予告した来年３月末までの欧州連合（ＥＵ）離脱通告は、英最高裁の判断次第で遅れる可能性が出ており、両首相は今後の見通しを話し合ったもようだ。メイ首相は記者会見で、離脱過程では「英国とＥＵ各国の双方の利益になる解決策」を見いだしたいと語った。　
　オバマ大統領は１８日、ベルリンからペルーに向かい、首都リマで１９、２０両日に開かれるアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議に出席する。（時事通信2016/11/18-23:26）
在韓米軍撤退で正常化も＝トランプ氏にシグナル－北朝鮮大使
　【ソウル時事】北朝鮮の徐世平ジュネーブ国連代表部大使は、ロイター通信が１８日に報じたインタビューで、トランプ次期米大統領について言及した上で、「在韓米軍が撤退し、平和協定を締結すれば、北朝鮮と（米国の）国交正常化につながる可能性がある」と述べた。
　トランプ氏に関係改善に向けたシグナルを送る狙いとみられるが、一方で徐大使は、北朝鮮が進める核開発と経済発展の「並進路線」は「継続される」とも述べた。
　トランプ氏は選挙中、北朝鮮の金正恩朝鮮労働党委員長との首脳会談の可能性を示唆。徐大使は会談は金氏の判断と指摘した上で、「北朝鮮への敵視政策をやめれば、１９９０年代に協議した関係（国交正常化）を話し合う機会が訪れるだろう」と語った。　
　トランプ氏は１０日、韓国の朴槿恵大統領と電話会談し、北朝鮮の脅威に対し、緊密に協力する意向を示している。（時事通信2016/11/18-20:04）
北部訓練場、来月２２日に返還＝約半分の４０００ヘクタール
沖縄県東村、国頭村にまたがる米軍北部訓練場の約半分の敷地が１２月２２日に返還されることが固まった。政府関係者が１８日、明らかにした。政府は沖縄の基地負担軽減に取り組んでいる姿勢を示し、県が反対する米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設にも理解を得たい考えだ。
　返還される面積は約４０００ヘクタールで、同県の本土復帰後最大級。沖縄県内の在日米軍専用施設・区域の面積の約２割に相当する。地権者への実際の引き渡しは、跡地利用に向けた不発弾の調査などが終了した後の１年～１年半後になる見通し。（時事通信2016/11/18-17:32）
北部訓練場、来月22日返還　沖縄復帰後最大級4千ヘクタール

共同通信2016/11/18 02:06
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沖縄本島北部の米軍北部訓練場。左下は返還されない区域で建設中のヘリパッド＝10月

　国内最大規模の米軍専用施設で、沖縄県東村と国頭村にまたがる「北部訓練場」が日本側に部分返還される日程が12月22日で固まった。返還面積は1972年の沖縄の本土復帰後最大級の約4千ヘクタール。政府は沖縄の基地負担を軽減した実績として強調し、沖縄県側が反対する米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設の前進に理解を得たい考えだ。政府関係者が17日、明らかにした。

　返還後は沖縄県内の米軍専用施設面積は約17％減り、沖縄県への集中度も約74％から約70％に緩和される。日米両政府は返還に先立ち、12月20日を軸に式典を開催する方向で調整を進めている。

沖縄の北部訓練場、来月返還へ　米が４千ヘクタール分
朝日新聞デジタル2016年11月18日16時08分
　沖縄県東（ひがし）村と国頭（くにがみ）村にまたがる米軍北部訓練場（７８００ヘクタール）の約半分に当たる約４千ヘクタールが来月２２日、米国から返還される。防衛省は１８日にも地権者に通知する。複数の日本政府関係者が明らかにした。実際に土地が地権者に引き渡されるのは返還日から１年以上先になる見通しだ。
　日本政府は返還の条件となる東村高江へのヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）の移設工事を年内に終える方針で、日米両政府は来月２０日に首相官邸、２２日に沖縄で返還式典を開く方向で調整している。ただ、ヘリパッドの建設現場周辺では自然破壊や騒音問題などへの懸念から反対運動が続いている。
　北部訓練場の一部返還は、１９９６年の日米特別行動委員会（ＳＡＣＯ）最終報告に盛り込まれた。安倍晋三首相は９月、臨時国会の所信表明演説で「北部訓練場４千ヘクタールは沖縄県内の米軍施設の約２割。本土復帰後、最大の返還だ。確実に結果を出すことで沖縄の未来を切り開いていく」と強調。菅義偉官房長官は１０月にヘリパッドの工事現場を視察し、年内返還をめざす意向を表明した。
　地元は、北部訓練場の返還後に国立公園へ組み入れた上で世界自然遺産への登録を望んでおり、政府も前向きに取り組む姿勢を示している。
米軍施設　沖縄北部訓練場の半分、１２月２２日返還
毎日新聞2016年11月18日 20時34分(最終更新 11月18日 20時34分)
　沖縄最大の米軍施設・北部訓練場（約７８００ヘクタール、国頭村、東村）の半分にあたる約４０００ヘクタールの返還日程について、防衛省は１８日、来月２２日とすることを明らかにした。返還条件となっているヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）の移設工事も来月中に終える見通し。政府関係者によると、返還式典の開催も来月２０日を軸に調整している。 
　防衛省は１８日、返還対象の訓練場内に土地を所有する県などの地権者に、賃貸借契約を来月２２日に解除する通知を発送した。米軍から返還される土地について１年～１年半かけて土壌汚染対策や不発弾探査などを実施し、各地権者に引き渡す方針。返還実現後、沖縄県内の米軍専用施設は約１７％減るが、全国の同施設の中で占める割合は約７４％から約７０％となるにとどまる。 
　日米両政府は１９９６年にヘリパッド移設を条件に半分の返還で合意し、防衛省は返還対象外の訓練場内に既に２カ所のヘリパッドを完成させた。残る４カ所について今年７月に工事を再開させ、目標に掲げた年内返還に向けて移設作業を急いできた。 
　一方で現場周辺では、移設に反対する人たちと機動隊の激しい衝突が続いている。沖縄県の翁長雄志（おながたけし）知事は、基地整理縮小につながる返還自体には反対せず、ヘリパッドで訓練する米軍新型輸送機オスプレイの配備撤回などを求めている。【佐藤敬一】 
６７台のダンプカーが砂利搬入　北部訓練場ヘリパッド建設現場

沖縄タイムス2016年11月18日 13:39 
　【ヘリパッド取材班】東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設問題で１８日午後１時までに、東村高江のＮ１地区ゲートから、ダンプカーなど６７台が同訓練場内に砂利や機材を搬入した。１８日に続き、この日も午前中から大量の砂利が搬入されており、年内での完成に向けて急ピッチで作業を進めているとみられる。
　市民ら約３０人は、早朝からＮ１地区ゲート北側の県道７０号上に座り込んでダンプカーの通行を阻止しようとしたが、午前１０時過ぎから１００人超の機動隊に断続的に排除され、行動を規制された。また、機動隊は午前６時ごろから県道７０号を通る車両の通行を一部規制し、数時間にわたって大渋滞を引き起こした。
【琉球新報電子版】
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座り込む市民を強制排除する機動隊員＝１８日午前１０時ごろ、東村高江
[image: image25.jpg]



砂利を積んだダンプカーを通すため、市民側の動きを規制する機動隊員＝１８日午前１０時ごろ、東村高江
東村補助金2100万円増　防衛省、住民影響を勘案　東村高江ヘリパッドアメとムチ
沖縄タイムス2016年11月18日 10:20

　【東京】防衛省は１７日、２０１６年度の補助金実施計画（第３回）を発表した。特定防衛施設周辺整備調整交付金の総額は、米軍北部訓練場が所在する東村が前年度比２１００万円増、国頭村が同比４００万円増。ヘリパッド建設工事による周辺住民への影響などを勘案した。

「土人」発言から１カ月　波紋広がる沖縄

沖縄タイムス2016年11月18日 07:37

　沖縄県東村高江周辺の米軍北部訓練場内のヘリパッド建設に反対し、現場で抗議する人々に対し、いずれも大阪府警の機動隊員が「土人」や「シナ人」と発言してから、１８日で１カ月になった。沖縄県警は謝罪、大阪府警は２人を処分し、素早い対応で火消しに走ったが、沖縄県議会で抗議決議案が可決されるなど波紋は広がった。基地押し付けの態度に沖縄では怒りと不満、政府への不信が高まっている。

大阪府警の機動隊員による「土人」発言から1カ月。沖縄県内では波紋が広がった

　「触るなくそ、どこつかんどるんじゃボケ、土人が」「黙れ、こら、シナ人」



　この二つの発言に対し、翁長雄志知事は「言語道断で到底許されない」と厳しく非難した。沖縄県警は翌日、「差別的用語で不適切」と認め、「極めて遺憾」と謝罪した。「土人」発言は、１９０３年の内国勧業博覧会の会場で沖縄県民が「土人」として「展示」されるなど、繰り返される「沖縄差別」の史実を想起させた。「シナ人」は中国人を指す言葉で、日中戦争以降、日本側が侮蔑を込めて使用したため、中国側が差別的用語としている。

　県議会（新里米吉議長）は１０月２８日の臨時会で、「県民への侮辱」として抗議する決議と意見書を賛成多数で可決。与党、中立会派の代表は県警と県公安委員会を訪れ、直接抗議した。金武町や宜野座村の議会でも同様の意見書が可決された。

　一方、大阪府の松井一郎知事の機動隊員を擁護する発言や、鶴保庸介沖縄担当相の「差別と断定できない」との認識には、県内から批判が沸き上がった。

ヘリパッド反対派は「悪質」　防衛局が個人特定の資料作成

共同通信2016/11/18 13:31
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防衛省沖縄防衛局が作成した資料

　米軍北部訓練場（沖縄県東村、国頭村）のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）工事を巡り、防衛省沖縄防衛局が、反対派リーダーの写真と実名を一般向けの説明資料に掲載し「違法で悪質な妨害活動」として紹介していたことが18日、分かった。防衛局は取材に「必要に応じ、対外的な説明に使用している」と答えた。

　個人を特定して掲載されたのは、防衛局職員に対する傷害罪などで起訴された沖縄平和運動センター議長山城博治被告（64）。資料では、被告らがフェンス付近で防衛局職員ともみあう写真などを掲載した。

　被告以外は、写真に目線を入れるなどの加工をして簡単には特定できない。

抗議市民を「違法、悪質」　着陸帯工事　国が資料作成、偏見助長も

琉球新報2016年11月18日 06:30 
　【ヘリパッド取材班】沖縄防衛局が、米軍北部訓練場の新たなヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設に反対するため米軍提供区域に入った市民らの写真を掲載し、「悪質な違法行為」と断定する対外的な説明資料を作成していたことが分かった。弁護士は「防衛局が被害を警察に示し、捜査を求めることはあり得るが、（一般からの）問い合わせがあった時に広く提供するのは行き過ぎだ。国の一機関が違法だと断定し回答するのはおかしい」と指摘している。
　個人を特定して「悪質で違法」との記述するなど、沖縄への過重な米軍基地負担に反対する市民運動への偏見を助長しかねない内容となっており、防衛局の人権意識が問われそうだ。
　資料ではさらに市民らが貴重な植物を伐採したり、踏み荒らしたりして環境に悪影響を与えているなどと説明。防衛局は「移設工事に反対する方々の活動内容について問い合わせを多数受けていたことから現状を説明するため作成したものだ」とする。一方、専門家は「環境への負荷は同じ場所にいる防衛局職員、機動隊、警備員も与えている。本質的には大規模な伐採で自然破壊をしているのはヘリパッド工事そのものだ」と指摘した。
　資料は少なくとも９ページ以上で、抗議行動をする市民らの写真を多く添付し「違法侵入者」と表現した。項目名が「違法かつ悪質な妨害行動の例」は、提供区域内に入ろうとする沖縄平和運動センターの山城博治議長の写真を９枚掲載した。
　「環境保全措置への妨害」のページでは、防衛局がヘリパッド周辺に防風柵やリュウキュウチクを移植し、風や光の直射、土壌流出を防ぐ環境保全策を取っていることを説明。工事に伴う大規模伐採に触れず、北部訓練場内で抗議する市民らを指し「移植したリュウキュウチクの周囲を踏み荒らしている」と指摘した。防衛局は取材に対し、資料について「必要に応じて対外的な説明の際にも使用している」と回答した。
「違法で悪質な妨害活動」　沖縄防衛局がヘリパッド反対派の写真・実名掲載

東京新聞2016年11月18日 夕刊

　米軍北部訓練場（沖縄県東村（ひがしそん）、国頭村（くにがみそん））のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）工事を巡り、防衛省沖縄防衛局が、反対派リーダーの写真と実名を一般向けの説明資料に掲載し「違法で悪質な妨害活動」として紹介していたことが分かった。防衛局は取材に「必要に応じ、対外的な説明に使用している」と答えた。

　個人を特定して掲載されたのは、防衛局職員に対する傷害罪などで起訴された沖縄平和運動センター議長山城博治（ひろじ）被告（６４）。資料では、被告らがフェンス付近で防衛局職員ともみ合う写真を掲載。他にも、反対派が工事車両の進入を防ぐため、車を止めて県道をふさぐ写真を載せ「地域住民への迷惑を掛ける」と説明している。被告以外は、写真に目線を入れる加工をしたり、後ろ姿だったりして、簡単には特定できない。

　沖縄弁護士会の小口幸人弁護士は「国の機関が、裁判前の民間人を社会的に罰するような資料を配るのはおかしい。基本的人権をないがしろにし、場合によっては名誉毀損（きそん）に当たる」と指摘した。

　稲田朋美防衛相は十八日の記者会見で「北部訓練場の状況を説明する目的で作成した。現在、資料の内容について精査させている」と述べた。

オスプレイ対象の環境アセスを　沖縄県が３３項目の意見書　北部訓練場の過半返還計画で

琉球新報2016年11月17日 06:30 
　米軍北部訓練場（沖縄県東村・国頭村）の過半返還に関する実施計画案について沖縄県は１６日、沖縄防衛局に対し、土壌汚染除去や不発弾撤去の徹底など３３項目の要望事項を盛り込んだ意見書を提出した。北部訓練場内に建設中の米軍ヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）について米海兵隊輸送機ＭＶ２２オスプレイを対象とした環境影響評価（アセスメント）再実施とオスプレイの県外配備早期実施など同機種の配備撤回も求めた。返還予定地に関する意見の中で、引き続き残る米軍基地の運用に言及するのは異例。
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　意見書は１５日付。退役軍人による枯れ葉剤使用の証言に言及し「可能な限り『周辺地域』を特定し、ダイオキシン類の概況調査を実施すること」も求めた。
　米軍による訓練履歴や元軍雇用員ら関係者からの聞き取りを取りまとめた調査報告書を速やかに提出することも求めている。
　返還実施計画案には汚染範囲の特定や汚染除去の方法が示されていないことから「土壌の汚染状況や水質の汚濁状況の調査に当たり、具体的な調査や支障除去措置の計画を作成し、県など関係機関と調整の上、実施すること」としている。
　返還予定地に福地ダムなどの流域が含まれていることから「汚染のある事象が確認された場合、適切に処理を行い、将来にわたり周辺の土壌、水質に影響を与えないようにすること」と求めている。
　防衛局は県のほかに東村と国頭村から意見書提出を受けた後、返還実施計画を策定し、県などに改めて通知する。早ければ１７年１２月にも地権者に引き渡される。
沖縄 米軍属 女性殺害事件からあすで半年 遺族が手記
ＮＨＫ11月18日 12時13分
ことし５月、沖縄県で２０歳の女性が殺害されて見つかり、アメリカ軍の軍属の男が起訴された事件から１９日で半年となるのを前に、女性の父親がＮＨＫに手記を寄せ、「なぜ殺されなければならなかったのか。娘の無念を思うと気持ちの整理がつきません」と悲しみの癒えない心境をつづっています。
ことし５月、沖縄県うるま市の島袋里奈さん（当時２０）がウォーキングに出かけたまま行方がわからなくなり、その後、恩納村の雑木林で遺体で見つかりました。この事件では、アメリカ軍の軍属のケネフ・シンザト被告（３２）が殺人などの罪で起訴されています。
事件から１９日で半年となるのを前に、島袋さんの父親がＮＨＫに手記を寄せました。この中で、父親は、「娘が生きていると信じ必死に探し回った日々を思い出すことがあります。毎朝、仏壇に手を合わせると涙が出てきます。なぜ娘なのか、なぜ殺されなければならなかったのか、今でも思います。娘の無念を思うと気持ちの整理がつきません」と悲しみの癒えない心境をつづっています。
また、「ちょっとした楽しみも持っていました。居酒屋でお酒を一緒に飲むことです。娘にお酒をついでほしかった。思い出が多くあり言葉になりません」と記しています。
一方、被告に対して「極刑を望みます。私たち遺族にはいかなる言い訳も通用しません」と強く非難したうえで、事件については「沖縄にアメリカ軍基地があるがゆえに起こることです。私たちのような苦しみ、悲しみを受ける人がいなくなるよう願います。１日でも早い基地の撤去を県民として願っています」と結んでいます。
遺棄現場には今も花が
遺体が見つかった現場では、１８日も、被害者を悼み、手を合わせる人の姿が見られました。
現場の沖縄県恩納村の雑木林には机が置かれ、花やお茶、それにジュースやキャラクターの人形などが供えられています。
１８日も花を供えに来る人の姿が見られ、このうち、うるま市の３８歳の男性は月に１度ほど仕事で近くを通る際に花を供えているということです。
男性は「二十歳だった女性は今後、結婚もして子どももできた年齢なのに、経験できないまま亡くなってしまった。こうして花をささげても、生き返るわけでも時間が戻るわけでもなく、かわいそうです」と話していました。
また、東京から来たという２６歳の女性は「事件に対して沖縄の人たちがすごく怒っているのはテレビでしか知りませんでしたが、怒りが癒やされていくことはないと思います。気持ちに寄り添うためにもここにもっと多くの人が訪れたらいいなと思います」と話していました。
米軍関係者の事件絶えず
沖縄では、この事件以降も、アメリカ軍関係者の逮捕者が２４人に上っていて、犯罪をどう減らしていくかが依然、大きな課題になっています。
沖縄に駐留するアメリカ軍は、今回の事件のあと、綱紀粛正を図ろうと、すべての軍人と軍属を対象に、基地の外での飲酒や外出を制限する命令を出しました。
しかし、ことし６月には、嘉手納町でアメリカ海軍の兵士が酒を飲んで車を運転し３人がけがをするなど、この半年で逮捕されたアメリカ軍関係者は２４人に上っています。
政府は再発防止策の一環としてパトロール隊をつくり、毎晩、繁華街などで警戒にあたっていますが、犯罪をどう減らしていくか大きな課題になっています。
また、事件を受け、那覇市で６月に大規模な抗議集会が開かれたほか、アメリカ軍関係者の地位や犯罪の取り扱いなどを定めた日米地位協定の改定を求める声も強まりました。
日米両政府は、地位協定の対象となる軍属の範囲を見直し、法的な拘束力を持つ「補足協定」を年内に締結する方向で協議を進めています。
一方、沖縄からは依然、地位協定の抜本的な改定を求める声が上がっていて、政府と沖縄県の考え方には開きがあります。
娘奪われた父「毎朝、涙が」　沖縄の女性殺害から半年
朝日新聞デジタル小山謙太郎 上遠野郷2016年11月18日19時36分
　沖縄県うるま市の女性（当時２０）が遺体で見つかってから１９日で半年になるのを前に、父親が１８日、弁護士を通じ報道機関に手記を寄せた。女性を殺害したなどとして米軍属の男が起訴されていて「沖縄に米軍基地があるがゆえに起こることです。一日でも早い基地の撤去を県民として願っています」と訴えている。

遺棄現場に設けられた献花台を掃除する吉田勝広さん＝１５日、沖縄県恩納村


　殺人や死体遺棄などの罪で起訴されているのは、元米海兵隊員で軍属のシンザト・ケネフ・フランクリン被告（３２）。まだ争点を整理する公判前手続きも始まっておらず、公判開始の見通しは立っていない。
　手記は「毎朝仏壇に手を合わせると涙が出てきます。いつまでこの気持ちでいるのか」と悲しみを記した上で、シンザト被告について「極刑を望みます。いかなる言い訳も通用しません」としている。
　女性は一人娘で、最後に会った…【続きあり】
娘の無念思うと…　殺害女性の父、手記全文
朝日新聞デジタル2016年11月18日19時38分
　沖縄県うるま市の女性（当時２０）が遺体で見つかって１９日で半年。女性を殺害したなどとして米軍属の男が起訴されている。１８日、父親が弁護士を通じて手記を報道機関に寄せた。全文は次の通り（女性の名前は表記していません）。
　　　　　◇
１．娘が生きていると信じ地域周辺を必死に探しまわった日々を思い出すことがあります。
　娘の無念を思うと気持ちの整理がつきません。毎朝仏壇に手をあわせると涙が出てきます。いつまでこの気持ちでいるのか今の私に出来ることは娘を供養してあげる事だけです。
　それと遺族にたいする支援とみなさんのやさしい気持ちに感謝しています。
　今でもなぜ娘なのか、なぜ殺されなければならなかったのか、今でも思います。今は供養してあげる事しかできません。裁判もこれからで、今の私には気持ちの整理はできません。
２．被告人には極刑を望みます。私達遺族にはいかなる言い訳も通用しません。被告人は人ではありません。
３．娘は帝王切開で未熟児で生まれ小さく病院で入院し私達はとても心配しました。でもこれといった大きな病気、怪我はなく育ってくれました。娘の名は私がつけました。生まれる前から女の子と分かっていましたので二文字でかわいい、よびやすい名をなづけました。笑顔がかわいい、やさしい娘に育ってくれました。私が３５歳で生まれた大事な一人娘です。最後に会ったのは成人式で私の実家で会い、記念写真を撮り、とても着物姿が似合っていました。別れる時玄関で娘と握手をし、体に気をつけてね、と言いそれが娘との最後の会話でした。ちょっとした楽しみも持っていました。居酒屋でお酒を一緒に飲む事です。娘にお酒をついでほしかったのです。今はいろんな思い出が多く言葉になりません。
４．この事件を最後に米軍人、軍属の事件がなくなりもうこれ以上私達のような苦しみ、悲しみを受ける人がいなくなるよう願います。それは沖縄に米軍基地があるがゆえに起こる事です。一日でも早い基地の撤去を県民として願っています。
平成２８年１１月１７日
娘の父より
鶴保氏発言、謝罪不要＝政府答弁書
　政府は１８日の閣議で、鶴保庸介沖縄担当相が沖縄県での機動隊員の暴言に絡み、「土人と言うことが差別だとは断定できない」と国会で答弁したことについて、「鶴保氏が謝罪し、または答弁を訂正する必要はない」とする答弁書を決定した。民進党の大西健介氏の質問主意書に答えた。（時事通信2016/11/18-18:26）
産経新聞2016.11.18 23:27更新 
「土人」は差別用語？　「一義的に述べることは困難」　政府答弁書
政府は１８日の閣議で、米軍北部訓練場のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）移設工事現場で大阪府警機動隊員が工事反対派に「土人」と発言した問題で、３件の答弁書を決定した。「土人」が差別用語に該当するかについては「この語がどのような意味合いで用いられているかについて、一義的に述べることは困難」として言及を避けた。
　民進党の大西健介、初鹿明博両衆院議員と、無所属で沖縄４区選出の仲里利信衆院議員がそれぞれ提出した質問主意書に答えた。
　答弁書では、鶴保庸介沖縄北方担当相の「差別であるとは断定できない」との発言に関し「差別でないと断定したのではなく、差別であるかは断じることはできない旨を発言した」という見解を示し、「謝罪し国会での答弁を訂正する必要はない」と結論づけた。機動隊員の発言については「極めて遺憾」との認識を重ねて示した。
産経新聞2016.11.18 21:52更新 
菅義偉官房長官ＶＳ琉球新報、編集局長会議で基地問題めぐり応酬PR

菅義偉官房長官 
菅義偉官房長官は１８日、東京都内で開かれた「共同通信加盟社編集局長会議」で講演した際、沖縄県の地元紙「琉球新報」の担当者から、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる問題について詰め寄られる一幕があった。
　講演後の質疑で、琉球新報の担当者は、米大統領選でのドナルド・トランプ氏の発言を踏まえ、「トランプさんが在日米軍の撤退も辞さないと言っている。日本の防衛とは関係が薄い海兵隊が撤退すれば、基地問題の大部分が解決するのでは」と持論をぶつけた。
　さらに、「辺野古に新基地を建設することは、政府がかねがね言っている沖縄の負担軽減ではなく、それとは逆の負担強要になるのではないか」と指摘した。
　これに対して菅氏は「辺野古移設の原点は、日本で一番危険な普天間飛行場を一日も早く脱すること。抑止力、危険除去を考えたとき、辺野古移設は唯一の解決策だ」と強調。その上で「当時の沖縄県知事、名護市長の同意を頂いて国として閣議決定をして今日にいたっている」と説明した。
馬毛島購入へ調整＝米軍機訓練移転の候補地－政府
　政府は、在日米軍再編に伴う米軍空母艦載機の離着陸訓練（ＦＣＬＰ）の移転に関し、候補地である鹿児島県・馬毛島（西之表市）の購入を前提に地権者側と調整に入った。政府関係者が１８日、明らかにした。
　関係者によると、賃貸契約を希望していた地権者側が、国の方針を受け入れ、売却する姿勢に転じた。
　これに伴い、防衛省熊本防衛支局は１８日、馬毛島の地価について適正水準を把握するため不動産鑑定業務を入札公告した。年度内に鑑定を終え、価格面で地権者と合意に達すれば、来年度から訓練施設の調査・設計を始める。（時事通信2016/11/18-19:49）
米軍機訓練で馬毛島買収へ　政府、オスプレイ活用検討

共同通信2016/11/18 21:08
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鹿児島・馬毛島

　政府は、米軍空母艦載機による陸上空母離着陸訓練（FCLP）の移転候補地となっている無人島の馬毛島（鹿児島県西之表市）について、地権者から買収する方向で調整に入った。政府関係者が18日、明らかにした。沖縄の基地負担軽減策として、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）に配備中の新型輸送機オスプレイの訓練移転先としての活用も検討している。

　防衛省は18日、買収に向けた手続きの一環として、馬毛島の土地に関する鑑定評価業務の一般競争入札を公告。来年3月末までに結果を得て、実際の買収額を確定させたい意向だ。数十億円に上るとの見方が出ている。

米軍機訓練移転、馬毛島購入へ…政府方針固める

読売新聞2016年11月18日 15時09分



馬毛島（２０１３年５月、読売ヘリから）

　政府は、在日米軍再編計画の柱の一つである米軍空母艦載機の離着陸訓練（ＦＣＬＰ）の移転について、候補地の鹿児島県・EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(まげしま),馬毛島)（西之表市）を購入する方針を固めた。

　複数の政府筋が明らかにした。

　政府と地権者の交渉は購入額などで難航していたが、１７日、売買契約に向け協議を始める合意書を締結した。年度内に土地を鑑定評価した上で購入額を確定し、来年度から訓練施設の調査・設計に着手したい考え。購入額は数十億円に上る見通し。政府は沖縄県の米軍普天間飛行場所属の輸送機オスプレイの訓練移転なども検討する。



　米軍厚木基地（神奈川県）の空母艦載機は現在、ＦＣＬＰを東京・硫黄島で実施している。２００６年の在日米軍再編の最終報告に盛り込まれた空母艦載機の米軍岩国基地（山口県）移駐にあたり、米政府は岩国から遠い硫黄島とは別の場所に訓練施設を建設するよう日本政府に求めた。

防衛省　鹿児島県・馬毛島を買収へ　地権者と交渉合意
毎日新聞2016年11月18日 21時18分(最終更新 11月18日 21時52分)
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鹿児島県の馬毛島＝２０１１年６月４日、本社ヘリから野田武撮影
米空母艦載機の陸上離着陸訓練（ＦＣＬＰ）の移転先に関連し、防衛省が１８日までに鹿児島県・馬毛島（西之表市）のほぼ全域を所有する地権者と、売買交渉を本格化させることで合意したことが分かった。関係者が明らかにした。 
同省は同日、馬毛島の土地鑑定評価業務の入札を公告し、年度内に不動産価格を算出する。関係者によると、両者の代理人が１７日に合意書を締結。馬毛島の不動産価格を確定させ、買収に向けた価格交渉に入るという。地権者は当初、賃貸契約を要求していたが取り下げ、価格交渉に集中できる環境が整った。 
ただ、金額を巡り政府側は数十億円を想定する一方、地権者側は１００億円以上の条件を示しているとされ、隔たりは大きい。今後の交渉も難航が予想される。 
ＦＣＬＰは、空母艦載機が陸上の滑走路を空母甲板に見立てて離着陸の動作を確認する訓練。米軍厚木基地（神奈川県）の艦載機部隊が硫黄島（東京都）で暫定実施している。米軍再編の一環で、同部隊が２０１７年までに厚木から米軍岩国基地（山口県）に移駐するため、日米両政府は訓練移転先に馬毛島を検討することで合意していた。 
鹿児島県の三反園訓（みたぞの・さとし）知事は「馬毛島でのＦＣＬＰは、何よりも地域の方々の意向が最も重要で、まずは国が地元に十分かつ丁寧な説明を行う必要がある」とのコメントを発表した。【村尾哲】 
米軍機訓練で馬毛島買収へ　政府方針　岩国移駐向け準備

東京新聞2016年11月19日 朝刊

 　政府は、米軍空母艦載機による陸上空母離着陸訓練（ＦＣＬＰ）の移転候補地となっている無人島の馬毛島（鹿児島県西之表市）について、地権者から買収する方向で調整に入った。政府関係者が十八日、明らかにした。沖縄の基地負担軽減策として、米軍普天間（ふてんま）飛行場（沖縄県宜野湾（ぎのわん）市）に配備中の新型輸送機オスプレイの訓練移転先としての活用も検討している。

　防衛省は十八日、買収に向けた手続きの一環として、馬毛島の土地に関する鑑定評価業務の一般競争入札を公告。来年三月末までに結果を得て、実際の買収額を確定させたい意向だ。数十億円に上るとの見方が出ている。

　在日米軍再編に絡み、日米両政府は二〇一七年ごろまでに、厚木基地（神奈川県）の艦載機を岩国基地（山口県）に移駐する計画で合意している。日本側はこれまで、硫黄島（東京都）で実施中のＦＣＬＰの移転先として馬毛島を検討し、地権者との交渉を進めていた。

米軍訓練の移転先として検討 馬毛島の価格鑑定へ
NHK11月18日 21時44分
防衛省は、在日アメリカ軍の空母艦載機の離着陸訓練の移転先として検討している鹿児島県の馬毛島について、大部分の土地の所有者から土地を売却する意向が示されたことから、価格を鑑定するための手続きを開始しました。
政府は、東京都の硫黄島で行われている在日アメリカ軍の空母艦載機の離着陸訓練について、艦載機の部隊が神奈川県の厚木基地から山口県の岩国基地に移転する計画に伴い、岩国基地により近い鹿児島県の馬毛島への移転を検討しています。
防衛省は、施設整備の際、基本的に土地を所有者から買い取ることにしており、馬毛島については大部分の土地の所有者から売却の意向が示されたことから、価格を鑑定するための手続きを開始しました。
アメリカ軍の艦載機部隊は来年をめどに岩国基地に移転する予定で、防衛省は、今後、土地の価格などを踏まえながら、離着陸訓練の馬毛島への移転について検討を進めることにしています。
参院ＴＰＰ特別委で参考人質疑 国内対策や説明求める意見
ＮＨＫ11月18日 16時44分
ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案などを審議している参議院の特別委員会は、参考人質疑を行いました。競争力の強化と十分な国内対策のもとで農産物の輸出拡大を進めていくことは必要だという意見が出された一方、農林水産業への影響に多くの懸念があるにもかかわらず、政府の説明や情報公開は不十分だという指摘が出されました。
参議院の特別委員会での参考人質疑は、ＴＰＰ協定が農林水産業に与える影響をテーマに行われました。
このうち、自民党と公明党が推薦した岐阜大学の荒幡克己教授は、「工業製品だけでなく農産物でも一層の貿易拡大が不可避な場合、競争力強化に重点を置いて輸出を推進していくことは妥当だ。重要なことは、交渉結果を踏まえた十分な国内対策だ」と述べました。
民進党が推薦した明治大学の作山巧准教授は、「ＴＰＰにはメリット、デメリットがあり、冷静に見極めるべきだ。生産者を中心に農林水産業への影響に多くの懸念が出ているにもかかわらず、協定内容の説明や情報公開が不十分だ」と述べました。
共産党が推薦した九州大学の磯田宏准教授は、「ＴＰＰは、将来、協定の内容以上に関税の撤廃や削減が行われる危険性が高い。農林水産業への影響が不透明な中、審議を進めることは困難で、承認には反対だ」と述べました。
一方、特別委員会は、来週２５日に中央公聴会を開くことを全会一致で議決しました。
２５日に中央公聴会＝参院ＴＰＰ特別委
　参院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会は１８日、中央公聴会を２５日に開くことを全会一致で議決した。これに先立つ同委理事会で、共産党は態度を保留していたが、「意見を聞くことは必要だ」として賛成した。（時事通信2016/11/18-13:21）
ＴＰＰ早期発効呼び掛けへ＝安倍首相、ＡＰＥＣ出席
　【ニューヨーク時事】安倍晋三首相は１８日午前（日本時間同日夜）、アジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議などに出席するため、ペルーの首都リマに向け政府専用機でニューヨークのケネディ国際空港を出発した。一連の会合では自由貿易の重要性を主張し、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の早期発効を呼び掛ける。ロシアのプーチン大統領との個別会談も行う。
　首相はＡＰＥＣ首脳会議に先立ち、１９日午後（同２０日未明）に開かれるＴＰＰ参加１２カ国の首脳会合に出席。オーストラリアや既に議会承認手続きを終えたニュージーランドなどと連携し、関係国の国内手続きを進めるよう呼び掛ける。参加国の中には米国抜きで発効させる案も浮上している。
　首相はＡＰＥＣ首脳会議で、保護主義の風潮が世界的に高まる現状に懸念を表明。会議で焦点のアジア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）構想について、ＴＰＰがその礎になると訴える。公平で透明度の高い貿易・投資ルールを目標としてきた日米と、ＴＰＰに加わらず、アジア広域の域内包括的経済連携（ＲＣＥＰ）を主導する中国の神経戦が展開されそうだ。
　日ロ首脳会談は１９日夕（同２０日朝）にリマ市内で行われる。経済協力に関する両政府間の調整結果を確認し、懸案の北方領土問題を含む平和条約締結をめぐり意見を交わす。このほか、首相とオバマ米大統領との個別会談も調整。中国の習近平国家主席とも、一連の会議の合間に接触が実現する可能性がある。（時事通信2016/11/18-23:16）
TPP発効へ努力続行　日米外相、同盟強化で一致

共同通信2016/11/18 06:1911/18 06:21updated

　【リマ共同】岸田文雄外相は17日（日本時間18日）、米国のケリー国務長官と南米ペルーの首都リマで会談し、環太平洋連携協定（TPP）の早期発効へ努力を続ける考えで一致した。トランプ次期米大統領による新政権が発足後も日米同盟を強化すべきだとの認識も共有。北朝鮮の核・ミサイル開発阻止では連携を確認した。

　TPPについて岸田氏は「今国会で承認を得るべく努力を続けている」と説明。ケリー氏も「自分たちは諦めていない。米国の経済界は強く（TPPに）期待している」と語り、米議会の承認に努める姿勢を示した。

ケリー長官「ＴＰＰ諦めてない」　日米外相会談
朝日新聞デジタルリマ＝鈴木拓也2016年11月18日07時16分
　アジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）閣僚会議に出席のため、ペルー・リマを訪問中の岸田文雄外相は１７日午前（日本時間１８日未明）、米国のケリー国務長官と会談した。
　岸田氏は、トランプ次期大統領が大統領選期間中に離脱に言及した環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）について、「自由貿易の流れを逆行させないためにも、米国の早期承認が重要だ」と要請。ケリー氏は「自分たちとしても諦めてはいない。米国経済界の期待は非常に大きい」と述べ、ＴＰＰの早期発効に向けて努力する考えを示した。
　両氏は、日米同盟の重要性も改めて確認。米ニューヨークでの安倍晋三首相とトランプ氏の会談について、ケリー氏は「世界の指導者のなかで最も早くトランプ次期大統領と会談する。やりとりに注目しており、良い会談になることを期待している」と述べた。（リマ＝鈴木拓也）
ＴＰＰ「米の参加不可欠」　日・豪など有志７カ国が一致
朝日新聞デジタルリマ＝鯨岡仁2016年11月19日00時35分

世耕弘成経産相が呼びかけた７カ国の閣僚会合。ＴＰＰへの米国の参加は「不可欠」としている＝１７日、ペルー・リマ、経産省提供
　環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の参加国のうち、日本や豪州など有志７カ国が１７日、ペルーの首都リマで会合を開いた。「ＴＰＰへの米国の参加は不可欠」とし、あくまで全１２カ国で発効をめざす確認をした。ＴＰＰに反対姿勢のトランプ次期米大統領に期待をつないだ形だ。
　アジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）の開催に連動した会合で、世耕弘成経済産業相が呼びかけた。ほかにニュージーランド（ＮＺ）、シンガポール、ベトナム、マレーシア、ブルネイから、閣僚や閣僚級が出席した。
　ＴＰＰは、ＮＺが国内手続きを終え、日本も関連法案が衆院を通って年内にも成立の見通しだ。ただ、トランプ氏の当選で、米議会の承認は滞ったままとなっている。
　これを受け、一部の国が「米国…【続きあり】
ＴＰＰ閣僚会合が終了　「国内手続き継続」で一致 
日経新聞2016/11/19 0:46
【リマ＝八十島綾平】環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）12カ国の閣僚会合が18日午前（日本時間18日夜）終了した。日本から出席した大江博首席交渉官は会合後、記者団の取材に応じ「各国とも国内手続きを続けることで一致した」と述べた。
　トランプ米次期大統領のＴＰＰに対する姿勢については、各国とも「まだ様子を見るべきだ」という意見だった。ただ、一部の国からは「（米国を）永遠に待つ訳にはいかない」との声も出た。
　会合には米通商代表部（ＵＳＴＲ）のフロマン代表も参加し「ＴＰＰの重要性については次期政権に対し説得していく」と述べた。各国も米世論にＴＰＰの重要性を支持してもらえるよう、在米大使館などを通じて働きかけることで一致した。
　各国からは安倍晋三首相とトランプ米次期大統領の会談について高い関心が示されたという。
来年度の予算編成 基本方針の原案判明
NHK11月19日 4時29分
政府が近く決定する来年度の予算編成の基本方針の原案が判明し、財政健全化を着実に進める一方で、子育てや介護の充実と、成長戦略の鍵となる研究開発の支援に予算を重点配分する方針を明確に打ち出すことがわかりました。
来年度の予算編成の基本方針の原案では、経済財政運営の基本的な考え方について、国と地方の債務残高が膨らむ中で、必要な政策の費用を税収などでどれだけ賄えるかを示す、いわゆる基礎的財政収支を２０２０年度までに黒字化させて債務の拡大を止め、ＧＤＰ＝国内総生産を戦後最大の６００兆円規模に押し上げることだとしています。
そのうえで、来年度の予算編成では「これまで以上に構造改革を進めるとともに、日銀の金融政策と成長を目指す政府の財政政策をうまく組み合わせて経済成長を目指す」ことを基本方針としています。
そして、一億総活躍社会の実現に向け、子育てや介護の充実を図り、成長戦略の鍵となる研究開発の支援に予算を重点的に配分するなどとしています。
一方、厳しい財政状況を踏まえ、歳出全般にわたって徹底した見直しを推進するとしています。
政府は、この原案に対して与党の意見などを聞き、来週開かれる予定の経済財政諮問会議で議論したうえで「予算編成の基本方針」として閣議決定することにしていて、年末に向け、予算の編成作業が本格化することになります。
自民党本部が異例の引き締め　知事選敗北受け本県関係議員招集
新潟日報2016/11/18 11:21
　１０月の知事選で自民党推薦候補が敗れたことを受け、古屋圭司選挙対策委員長ら党幹部が１７日、本県関係の国会議員を集め、知事選を総括する会合を国会内で開いた。敗因を分析し、次期衆院選に向け党勢の立て直しを図ることが狙い。党本部が地方選挙の結果をめぐって地元国会議員を引き締めるのは極めて異例だ。
　知事選では、自民、公明両党が推薦する前長岡市長の森民夫氏が、共産、自由、社民の野党３党が推す米山隆一氏に敗北。永田町は自民１強状態だが、本県では参院選新潟選挙区に続く「失態」（党関係者）を演じ、党内でも県連会長の長島忠美衆院議員（５区）ら本県議員に厳しい目が向けられている。
　会合は非公開。出席者によると、知事選で応援に入った延べ約６０人の参院議員を率いた橋本聖子党参院議員会長が、応援議員に実施したアンケート結果を示した。「ネット戦略が劣っていた」「原発政策で泉田裕彦前知事の路線継承を掲げた米山氏への対応力が不足していた」「地方議員との連携不足」などの敗因が挙げられた。
　知事選の得票を基にした試算では、県内の衆院全６小選挙区で野党側の得票が上回る。党本部は本県自民党の選挙態勢の脆弱（ぜいじゃく）さを問題視しており、「このままでは全６小選挙区で負けてしまう」（党本部関係者）との危機感が強い。
　古屋選対委員長は終了後、「緊張感を共有できた」と語った。長島氏は「厳しい指導をいただいた。私たちのふがいなさを検証して衆院選に生かしたい」と話した。
被選挙権年齢、5歳引き下げを　野党3党が改正案提出

共同通信2016/11/18 17:03

　民進、自由、社民の野党3党は18日、国政と地方の選挙に立候補できる被選挙権年齢を一律で5歳引き下げる公選法と地方自治法の改正案を衆院に共同提出した。7月の参院選で選挙権年齢が「18歳以上」に引き下げられたのを踏まえ、若者の政治参加を促すためには被選挙権年齢も下げる必要があると判断した。

　改正案は、衆院議員のほか都道府県や市区町村議会の議員、市区町村長は「20歳以上」、参院議員と都道府県知事は「25歳以上」で立候補できることにした。

　民法の成人年齢が20歳から18歳に引き下げられた場合、被選挙権年齢をさらに引き下げる検討を加えると付則に明記した。

民進 自由 社民の３党 被選挙権年齢引き下げ法案を提出
ＮＨＫ11月18日 14時44分
[image: image37.jpg]



民進党、自由党、社民党の野党３党は、若者の政治参加を促すためには、選挙権を得られる年齢だけでなく、立候補できる年齢も引き下げる必要があるとして、各種の選挙で５歳引き下げるなどとした法案を衆議院に共同で提出しました。
選挙権を得られる年齢は、ことし夏の参議院選挙から１８歳に引き下げられましたが、民進党、自由党、社民党の野党３党は、若者の政治参加を促すためには、選挙に立候補できる「被選挙権」年齢も引き下げるべきだとして、必要となる法律の改正案を衆議院に共同で提出しました。
法案では、立候補できる年齢を、各種の選挙で今よりも５歳引き下げ、衆議院議員のほか、都道府県や市区町村の議会の議員、市区町村長は「２０歳以上」、参議院議員と都道府県知事は「２５歳以上」にするとしています。
また、民法の成人年齢が、いまの２０歳から１８歳に引き下げられた場合には、「被選挙権」年齢をさらに引き下げることも検討するなどとしています。
民進党の奥野総一郎衆議院議員は、記者会見で「未来を担う若者のための政策の実現に向けて、若者も選挙に立候補し、声を挙げてほしい」と述べました。
「被選挙権」年齢の引き下げをめぐっては、日本維新の会が、先月、国政選挙と地方選挙ともに「１８歳以上」とするとした法案を参議院に提出しています。
早期解散に慎重＝菅官房長官
　菅義偉官房長官は１８日、ＴＢＳの番組収録で、政界で取り沙汰される来年１月の衆院解散・総選挙について「外交がずっと立て込んでいる中で、一つ一つ着実にこなしながら、腰を据えて（参院選で）約束したことを実現していくことが極めて大事だ」と述べ、慎重姿勢を示した。同時に「解散は安倍晋三首相の専権事項だ。首相がやると判断すればやるし、やらなければやらない。それ以上でもそれ以下でもない」とも指摘した。（時事通信2016/11/18-19:27）
産経新聞2016.11.18 14:25更新 
【行政名義後援問題】共産色濃い「福岡県母親大会」　４５自治体が名義後援　安保法制廃止決議など採択　春日市「内容同じなら後援せず」
福岡県春日市で１０月２３日に開かれ、同市を含む県内４５自治体が名義後援した「第５８回福岡県母親大会」について、事前の後援申請と異なり、政治的中立性が疑われる実態があったとして、春日市が、改善がなければ今後は後援しないと主催者側に通知したことが１７日、分かった。大会では「戦争法廃止をめざす特別決議」などを採択した。
　大会は、「新日本婦人の会福岡県本部」「日本民主青年同盟福岡県委員会」などでつくる実行委員会が主催した。新日本婦人の会や民主青年同盟は共産党系の団体とされる。
　関係者によると、「『人間らしく生きたい』という当たり前の願いを自由に話し合う場」などとして、自治体に後援を求めた。春日市も含め、福岡県内４５の自治体や、３３の教育委員会などが後援した。
　しかし、実際は参院選での野党共闘を評価し、「『憲法守れ　戦争法廃止』の運動の先頭に立ちましょう」とする大会宣言や、「安保法制（戦争法）の一日も早い廃止、そして改憲ストップをめざし、奮闘しましょう」などとした特別決議を採択した。
　春日市は今月１４日、実行委から報告書を受け取ったが、採択した宣言などには触れていなかった。
　市は当日資料をもとに精査し、後援対象を「政治的活動、宗教的活動でない事業」と定める要綱に抵触する可能性があると判断した。実行委側に同１４日、「同様の内容であれば、来年以降の後援は難しい」と伝えた。
　市秘書広報課の高田勘治課長は「宣言や決議文は政治的メッセージだとの心証を受けた。今後、後援申請を受けた場合は、より厳密に審査する」と述べた。実行委の担当者は産経新聞の取材に「会としての意見をまとめていないので、現時点ではコメントできない」とした。
　自治体の名義後援をめぐっては福岡市が今年８月、特定の政治的主張はしないとの後援申請に虚偽の内容があったとして、市民団体に対して今後３年間の後援拒否を通知した。
豊洲移転、来年末にも＝再アセスなら１９年春－五輪道路は暫定開通・小池都知事
　東京都の小池百合子知事は１８日の定例記者会見で、築地市場（中央区）の豊洲市場（江東区）への移転について、早ければ１年後の２０１７年末までに実施する方針を公表した。安全性が確認され、環境影響評価（アセスメント）のやり直しを行わない場合という条件付きだが、具体的な時期を明らかにしたのは初めて。アセスがやり直しになれば、１８年冬～１９年春にずれ込む。
１カ月で損失４億円超＝豊洲移転延期で試算－卸売団体
　小池知事は、安全性の検証が終わっていないことから「豊洲移転が確実とはまだ言えない。アセス手続き後、移転するかどうか総合的に判断する」と述べた。
　築地市場跡に整備予定で、２０年東京五輪・パラリンピックの選手村と都心を結ぶ都道「環状２号」に関しては、大会までの地下トンネル建造を断念した。市場周辺の地上に片側１車線の暫定道路を通した上で、信号制御により渋滞を防ぐ代替案を提示。「大会運営に問題がないように知恵を絞りたい」と話した。（時事通信2016/11/18-18:14）
業者「持ちこたえられるか不安」　豊洲移転、早くて来冬
朝日新聞デジタル西本ゆか、伊藤あずさ2016年11月18日23時09分

定例会見で豊洲市場への移転について説明する東京都の小池百合子知事＝１８日午後、都庁、諫山卓弥撮影
　早くても２０１７年冬――。盛り土問題などに揺れる豊洲市場（東京都江東区）について、小池百合子知事がようやく移転する場合の日程を示した。安全確認とその対策に時間がかかり、さらに１年延びる可能性もある。つなぎ融資や補償で経営を続けられるか、多くの業者が不安を抱える。


　記者会見を受け、築地市場の業者らの間には、不安や怒りの声が渦巻いた。
　「大金が動く年越しを、つなぎ融資の１千万円で持ちこたえられるか。年明けに補償がなければ黒字倒産の業者も出かねない」
　マグロが主力の水産仲卸社長（６８）は、４月からの補償開始に反発する。「家族経営の零細が多い仲卸に豊洲への投資がのしかかる痛みを、都は理解しているのか」
　業界団体でつくる築地市場協会の伊藤裕康会長は、「移転まで最短１年はやむなしとしても、最長で２年後の想定はショックだ」と怒る。５６０余の仲卸業者を抱える東京魚市場卸協同組合の伊藤淳一理事長は、「今回も事前に具体的な説明はなかった」と落胆した。移転延期以降、「知事とは１度も話す機会がない」といい、「築地に足を運んで直接声を聞いてほしい」と望む。
　母や弟らと水産仲卸店を切り盛りする男性（４９）は、移転後を思い、「風評まみれの豊洲はマイナスからのスタート。築地以上の売り上げは見込めない」と嘆息した。顧客向けの市場見学会などを開くなど、移転までの時間を使って豊洲市場への理解が進むよう、都の対応を望んでいる。
　都によると、補償については今月下旬から聞き取りを行い、来年１月上旬までに補償の方法や範囲を決める。説明会を経て、４月から申請の受け付けや支払いを始める。
　補償金支払いまでの当面の支援として、来月１日から１千万円を上限につなぎ融資を行う。利子と保証料は全額を都が負担。融資の規模は約２８億円を見込む。
　今後、最短でも１年間は使うことになる築地市場では、雨漏りや電気配線の老朽化などの緊急度の高いものから補修に取りかかる。（西本ゆか、伊藤あずさ）
ＣＯＰ２２最終日 “パリ協定のルール 今後２年間で”
NHK11月19日 6時28分
北アフリカのモロッコで開かれている地球温暖化対策の国連の会議、ＣＯＰ２２は最終日を迎え、パリ協定の具体的なルールを今後２年間で作ることなどが決まる見通しです。アメリカのトランプ次期大統領が協定から脱退する意向を示す中、ルール作りの方針に一定の道筋がつくことで、今後は、世界各国が協調して協定に基づく対策を実行できるかが焦点になります。
今月７日からモロッコのマラケシュで開かれているＣＯＰ２２では、各国が５年ごとに国連に提出する温室効果ガスの削減目標を、どう評価し、検証するかなど、パリ協定のルール作りのスケジュールを決められるかが焦点の１つになっていました。
ＣＯＰ２２は１８日、最終日を迎え、期間中に議論が交わされた議題について、採択が行われていて、このあと、２０１８年までの２年間でルールを作ることなどが決まる見通しです。
アメリカのトランプ次期大統領がパリ協定から脱退する意向を示す中、ルール作りの方針に一定の道筋がつくことで、今後は、世界各国が協調して協定に基づく対策を実行できるかが焦点になります。
しんぶん赤旗2016年11月19日(土)

主張　南スーダン自衛隊　危険な新任務は中止し撤退を

　稲田朋美防衛相は１８日、南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）に派兵する自衛隊部隊に対し、戦争法（安保法制）で可能になった「駆け付け警護」と「宿営地共同防護」の新任務に関する命令を出しました。安倍晋三政権による新任務付与の閣議決定（１５日）に基づくものです。２０日から派兵を順次始める陸自第９師団第５普通科連隊（青森市）中心の部隊（第１１次隊）が、来月１２日から新任務を実行できるようにします。憲法９条を踏みにじり、自衛隊創設以来、初めての「殺し、殺される」事態になりかねない閣議決定と今回の命令は撤回こそ必要です。

９条違反の武力行使に道

　南スーダンは、新任務の付与どころか、政府自身が決めた自衛隊派兵の前提である停戦合意や中立性など「ＰＫＯ参加５原則」そのものが崩れているのが現実です。

　南スーダンでは、２０１３年１２月のキール大統領派（政府軍）とマシャール前副大統領派の武装勢力との戦闘が首都ジュバから全土に広がり、深刻な内戦に陥りました。１５年８月には「和平合意」が結ばれたものの、今年７月にはジュバで再び大規模な戦闘が発生し、数百人が死亡しました。その後も戦闘は各地で続いています。

　今月１日に公表された国連特別調査報告書は、７月の戦闘によってキール大統領とマシャール前副大統領との｢和平合意｣は｢崩壊｣したと断定しています｡｢ＰＫＯ参加５原則」の停戦合意の破綻は明瞭であり､自衛隊は撤退すべきです｡

　稲田防衛相が命令した「駆け付け警護」は、ＰＫＯ部隊（国連南スーダン派遣団＝ＵＮＭＩＳＳ）やＮＧＯなどの関係者が襲撃された際、現場に駆け付けて救助する任務です。任務遂行のための武器の使用も認められています。

　政府は、ＵＮＭＩＳＳの他国部隊を「駆け付け警護」することは「想定されない」とし、「安全性」を強調しています。しかし、戦争法（改定ＰＫＯ法）にも、新任務について１５日に閣議決定した「実施計画」にも、警護対象の限定はありません。稲田防衛相は、他国部隊の「駆け付け警護」について｢排除することはない｣（今月１日の記者会見）とも述べています。

　７月の戦闘では、ＵＮＭＩＳＳ関連施設なども攻撃・襲撃を受けました。国連特別調査報告書は、南スーダン政府軍の関与も指摘しています。自衛隊が「駆け付け警護」を行えば、政府軍と交戦する事態も起こりかねません。政府軍との戦闘は、憲法９条が禁止する海外での武力行使そのものです。違憲の戦争法の具体化は直ちに中止すべきです。

重大な「宿営地共同防護」

　攻撃された宿営地を守るため他国部隊とともに自衛隊部隊が応戦する「宿営地共同防護」も重大です。政府は、自衛隊員の「自己保存のための自然権的権利というべき武器の使用」だとし、「武力の行使」ではないと弁明しますが、実態とかけ離れています。国際法上、｢武器の使用｣と「武力の行使」を区別した議論も存在しません。

憲法審査会　権力が鎖を解かぬよう

東京新聞／中日新聞2016年11月19日

 　「改憲のための改憲」であってはならない。衆院の憲法審査会でこの原点が確認されたとは言い難い。多くの国民から要望が出ているわけでもない。目的があいまいな議論を進めるのに反対する。

　みんなで憲法を議論しましょう。よりよい憲法をつくりましょう－。もっともらしい理屈だが、この考え方は実に危険だ。何のために憲法を改正するのか明示せず、「改憲ありき」の議論のスタイルだからだ。

　とくにいわゆる「お試し改憲」は権力の目的外使用にあたる。権力の乱用であると憲法学者は指摘している。まず、この点を押さえるべきである。

　実際に「よい憲法」とは、十人いれば十通りの考えが出るものであろう。収拾のつかない空想的なテーマ設定といえる。実際に憲法審査会でも各党がばらばらの意見を述べ合うだけにとどまった。

　自民党は九条などを、民進党は立憲主義から、公明党は新たな条文を加える「加憲」、共産党と社民党は改憲反対、日本維新の会は統治機構改革や憲法裁判所…。各党の問題意識は理解するが、何のための審議かわからない。

　こんな事態になるのは、そもそもなぜ現行の憲法を変えなければならないか、喫緊の事態がないからである。具体的な改憲の必要性に迫られていないからである。

　自民党から「国民は今の憲法では家族や国家を守れないと考え始めている」との指摘があった。果たしてそうだろうか。

　国民の側からみても今、改憲しないと平穏な暮らしが脅かされる事態が起きているわけでもない。改憲とは幅広い国民層からそれを求める声が湧き上がって初めて着手するべきものである。

　むしろ改憲を求めているのは、「改憲派」の国会議員本人たちだ。衆参両院で三分の二以上に達した今、いよいよ改憲発議に向けて動きだしたというのが真相であろう。

　いわゆる「押し付け憲法論」を自民党はいうが、同じ与党でも公明党はこの考え方を否定している。占領軍という外圧を利用しつつ、帝国議会で議論し、自らの憲法をつくり上げたと考えるべきである。公布から七十年、連綿とこの憲法は守られ続けている。その重みをかみしめるべきだ。

　憲法とは権力が暴走しないように発明された制御装置である。その政治権力者たちが鎖を解くがごとく、自ら装置の改変に没頭すること自体に矛盾がある。

社説　防衛局人権侵害　抗議活動への偏見広げる

琉球新報2016年11月19日 06:02 
　沖縄防衛局の人権感覚を疑う。防衛局はヘリパッド建設に抗議する市民の写真を載せ「悪質な違法行為」と断定する説明資料を作成した。しかもその資料が外部の個人のフェイスブックに載り「悪質・違法」と名指す情報が流布されたのである。
　二重の人権侵害であり、抗議活動、県民への偏見を助長する意味で機動隊員の「土人発言」と同根だ。防衛局長、防衛相の見解をただしたい。
　資料は９ページ以上で、米軍提供区域内で抗議する市民の写真を数多く掲載し「違法侵入者」と記載する。「違法かつ悪質な妨害行為」として沖縄平和運動センター山城博治議長の写真を９枚掲載した。
　防衛局は「対外的な説明の際に使用している」と説明している。市民の抗議活動を「違法・悪質」と喧伝（けんでん）しているのである。それがネット上で公然と流布された。抗議行動を「違法・悪質」と見なす偏見を助長するものだ。
　山城議長ら市民の活動を「違法」と断定する根拠は何か。議長は公務執行妨害罪などで起訴されたが、有罪判決が確定したわけではない。多くの市民は訴追すら受けていない。防衛局の権限を逸脱する名誉棄損ではないか。
　肖像権の侵害はもとより、個人のプライバシーが侵害され、憲法が保障する表現の自由、基地建設に反対する活動の自由が蹂躙（じゅうりん）されていることは明白だ。
　防衛局は山城議長ら市民の人権を侵害し、市民の反対運動に対する偏見を助長する文書を廃棄すべきだ。外部に提供した資料を回収し、ネット上からも削除するよう早急な対応を求める。
　国家公務員倫理法第１条は、国家公務員は「国民全体の奉仕者であり、職務の執行の公正さに対する国民の疑惑や不信を招くような行為の防止を図り、公務に対する国民の信頼を確保することを目的とする」と法の趣旨を記している。
　米軍基地建設ありきで抗議の市民を「違法・悪質」と決めつけ、偏見を助長する文書の作成と外部提供は国民の信頼を大きく損ねるものだ。
　資料は抗議の市民を「環境保全措置を妨害」と難じてもいる。ヘリパッド建設で広大な森林を伐採する環境破壊を棚に上げて市民を非難するのは詭弁（きべん）でしかない。オスプレイ配備の隠蔽（いんぺい）に始まる政府のモラルハザード（倫理感の欠如）こそ問題だ。
社説　日米関係　真の信頼を築くために
朝日新聞2016年11月19日（土）付
　安倍首相が訪問先のニューヨークで、トランプ次期米大統領と会談した。同氏が大統領選で勝利後、外国首脳と直接顔をあわせたのは初めてだ。
　この会談でトランプ氏が何を語るか。世界が注目していたといっても言い過ぎではない。
　トランプ氏は大統領選で「米国第一」を掲げ、日本など同盟国のために過大な負担をしているとして同盟の見直しを主張した。環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）からの撤退に言及し、地球温暖化対策の新ルール「パリ協定」からの離脱も示唆した。
　大統領選に勝ち、次期大統領となったトランプ氏がこうした発言を維持するのか、それとも修正するのか。各国の関心はそこに集中していたからだ。
　だが会談は非公式という位置づけで、終了後、取材に応じた首相も、具体的な内容は「差し控えたい」と説明を避けた。
　一方で、首相は「信頼」をこう強調した。「ともに信頼関係を築いていくことができる、そう確信のもてる会談だった」
　新大統領の就任は来年１月２０日。それまでは米国を代表するのはあくまでオバマ大統領だ。トランプ氏は次期政権の人事や政策づくりを進めているさなかであり、同氏の発言は米政府の公式な準備も、日米間のすり合わせも経ていない。
　その意味で、首相がトランプ氏の発言内容を公表しなかったこと自体は理解できる。
　ただ、物足りないのは、会談後の首相の発信がトランプ氏との個人的な「信頼関係」をうたうのに終始したことだ。
　日米両国がこれからも、アジア太平洋地域と世界の平和と安定のために協力していく。首相は最低限、その決意をトランプ氏との間で再確認し、世界に発信すべきだったのではないか。
　真の意味での国と国との信頼は、指導者同士が世界で最初に会ったとか、ウマがあうとかに左右されるべきものではない。時間はかかっても具体的な行動のうえに築いていくものだ。
　自由貿易、核不拡散、地球温暖化……。世界を覆うさまざまな課題に日米がどう連携し、寄与していけるか。
　その基礎にあるのは、日米が共有してきた自由と民主主義、法の支配などの価値観だ。
　トランプ氏が孤立主義的な考え方をあらため、現実的な着地点を見いだせるよう、日本もあらゆる手立てをとらえて促していきたい。
　今回の会談を、日米が具体的な協力を通じて真の信頼を築いていくための、第一歩としなければならない。
社説　首相ＶＳトランプ　まずは信頼関係を構築したい

読売新聞2016年11月19日 06時04分

政治の経験がなく、過激な言動を売り物にする相手だけに、まずは個人的な信頼関係の構築を重視する。その戦略は間違ってはいまい。

安倍首相がニューヨークでトランプ次期米大統領と初めて会談した。その後、「共に信頼関係を築けると確信できた」と語った。トランプ氏もフェイスブックに「素晴らしい友人関係を始められた」と書き込んだ。

　各国首脳に先駆けた大統領就任前の異例の会談は、世界的な注目を集めた。具体的な内容は一切公表されておらず、楽観は禁物だが、１時間半に及び、双方が前向きに評価している。おおむね順調な初顔合わせだったのだろう。

　米国は、大統領の権限が圧倒的に強い。過去の中曽根・レーガン、小泉・ブッシュ関係のように、日米両首脳が良好な間柄を維持すれば、閣僚や官僚の協議にも好影響を与える。困難な外交問題を克服することもできよう。

　トランプ次期政権には、二つの大きな懸念がある。

　一つは、トランプ氏が在日米軍駐留経費の日本負担の大幅増額を求めていることだ。北朝鮮の核・ミサイル開発や中国の海洋進出などで、東アジア情勢が不安定な時だからこそ、日米同盟が揺らぐ事態は避ける必要がある。

　トランプ氏は今なお、日米貿易摩擦が激しかった１９８０年代の対日観を持ち、現状を正しく把握していないとの見方もある。

　日本は、年約７６００億円もの駐留経費を負担している。同盟国の中で群を抜くトップだ。

　米国は日本を守るが、日本は米国を守らず、片務的な関係だ、という考えも正確ではない。

　冷戦後、自衛隊は国際活動を拡充し、米軍の後方支援も強化した。安全保障関連法の制定で、集団的自衛権の限定行使も可能になり、非対称性は是正されつつある。

　日本は、こうした実態をトランプ氏側に丁寧に説明し、理解を広げることが大切である。

　もう一つの気がかりは、トランプ氏の環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）撤退発言で、ＴＰＰの行方が不透明になっていることだ。

　ＴＰＰが発効できなければ、アジア太平洋地域で自由貿易を拡大する機会を逸する。日米が自由度の高い貿易・投資ルール作りを主導し、中国をその枠組みに取り込む戦略も頓挫しかねない。

　日本は、ＴＰＰを今国会で確実に承認するとともに、ＴＰＰの意義をトランプ氏側に説き、日米が協調する道を探るべきだ。

社説　激震トランプ　安倍首相と会談　霧中に踏み出した一歩
毎日新聞2016年11月19日　東京朝刊
　これを安定的な日米関係を築く一歩にしたい。安倍晋三首相は、ニューヨークでトランプ次期米大統領と会談した。各国首脳の中で、大統領選後にトランプ氏と会談した「一番乗り」となった。 
　日本の首相が、就任前の次期米大統領と会談するのは極めて異例だ。だが、トランプ氏が選挙中、日本を含む国際社会の安全保障や経済を揺るがしかねない発言をしてきたことを考えると、理解できる。 
　大統領就任前の非公式な会談とあって、詳しい内容は明らかにされなかった。首相は会談後、記者団に「トランプ次期大統領は信頼できる指導者だと確信した」と語った。 
　トランプ新政権がどういう政権になるかは見通せず、霧の中にある。 
　１時間半の会談で信頼関係を築き、これまでの懸念が一気に払拭（ふっしょく）できるものではない。強烈な個性のトランプ氏を相手に、首相としては個別の政策課題について議論するよりも、まず信頼関係の構築に努め、安全保障や経済について基本的な考え方を伝えたのではないか。 
　トランプ氏は選挙中、日米安保条約の見直しに言及し、日本が在日米軍駐留経費の負担を大幅に増額しなければ、米軍を撤退させる考えを示した。だが、日本は在日米軍関係経費を総額で年間約７６００億円も負担している。これ以上の負担増は、日本の納税者の理解を得られないことを念押ししておきたい。 
　日米同盟を安定的に維持し、米国がアジア太平洋地域に関与し続けることが、この地域に平和と安定をもたらし、米国にとっての利益にもなる。そう説き続けることが重要だ。 
　経済では、首相はトランプ氏との会談で、環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）を含めた自由貿易推進の意義を強調したとみられる。 
　トランプ氏は「安い外国製品が米国の雇用を奪っている」と自由貿易を批判し、ＴＰＰに反対してきた。 
　だが、米国がアジア太平洋地域への輸出を拡大すれば、米国の経済成長を加速し、雇用を増やす効果が見込める。米国にとってもメリットは大きいはずだ。首相は今後もＴＰＰの重要性を粘り強く説明してほしい。 
　これからの数カ月間で、トランプ氏は選挙向けの政策と、本当に実施する政策を整理するのだろう。 
　トランプ政権のもと日米関係は大きな転換期を迎える可能性がある。 
　首相はトランプ氏が大統領に就任した後、早期に再会談することを確認したという。トランプ氏に日米関係や、アジア太平洋地域、国際秩序についての認識を深めてもらうよう、話し合いを重ねてほしい。 
社説　信頼を土台に「中身ある日米関係」目指せ 
日経新聞2016/11/19付
安倍晋三首相とドナルド・トランプ次期米大統領の初顔合わせは無難に終わった。在日米軍の駐留経費の負担などをめぐり、いきなり角を突き合わせる事態にならなかったことは喜ばしい。安倍首相は互いの信頼を土台にして、新政権と「中身のある日米関係」を築く努力をしてほしい。
　会談を終えたふたりがにこやかな表情でビルの下まで一緒に降りてきたところをみると、「温かい雰囲気の中で話ができた」という首相の説明は大筋その通り受け取ってよいだろう。トランプ氏もフェイスブックで「素晴らしい友情関係を始められたのは喜ばしい」と明かした。再会談も合意した。
　事実上の首脳会談であるにもかかわらず、事前の発言要領のすり合わせなどはなかったことを考えれば、十分な成果である。
　そもそも今回の会談は何を話すのかよりも、会うことそのものに力点があったといってよい。
　次期米大統領は就任までの２カ月余、外国首脳と会わないのが慣例だ。現大統領との二重外交に陥りかねないからだ。トランプ氏が投票日から10日足らずで安倍首相と会ったのは、内外に根強くあるトランプ氏への警戒感を払拭する効果があると踏んだからだろう。
　安倍首相は９月の訪米時に民主党の大統領候補だったヒラリー・クリントン氏とだけ会った。情勢を見誤ったと思われてもしかたがない。トランプ陣営とも太いパイプを構築してあったというイメージづくりには早期訪米は不可欠だった。その意味で、今回の会談は双方にメリットがあった。
　大事なのは、実務色が濃くなる２回目以降の会談で、日米の懸案にきちんと対処していけるかどうかだ。いくらゴルフ談議に花が咲いても、肝心の中身が乏しければ日米同盟は空洞化していく。
　トランプ氏が破棄すると語る環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）を何らかの形で生き残らせることができるのか。安倍首相が今回、ＴＰＰに言及したのかどうかは明らかにされていないが、自由主義と市場経済を世界の国々が広く共有するところに繁栄と安定があるという価値観を粘り強く語り続ければ、トランプ氏が歩み寄ってくる余地も生まれよう。
　当選後のトランプ氏と最初に会った外国首脳として、東南アジア諸国などとのネットワーク強化の一翼を担うことも有意義だ。視野を広げて動くべきだ。
産経新聞2016.11.19 05:03更新 
主張　安倍トランプ会談　「信頼の輪」一層の拡大を
同盟の維持強化に欠かせない、信頼関係構築に向けた初顔合わせは、成功裏に終わった。
　安倍晋三首相がニューヨーク入りし、トランプ次期米大統領と１時間半にわたり行った会談の印象である。
　首相は会談後、「信頼関係を築く確信を持てる会談だった」と語った。トランプ氏はフェイスブックに首相と笑顔で並ぶ写真を載せ、「素晴らしい友好関係を始めることができた」と書き込んだ。
　具体的な会談内容が公開されなかったことは物足りない。だが、トランプ氏が当選後に初めて会った外国首脳が安倍首相だったこと自体に、大きな意味がある。
　次期政権も日米同盟を軽視してはいないというメッセージを、内外に示せたからである。
　両氏は再会談を検討することになった。来年１月２０日の大統領就任の前でも後でも、首相はなるべく早くトランプ氏と会う機会を持つべきだろう。
　それぞれが国益を背負って交渉するうえで「肌合い」という人間的要素は大切である。いたずらに迎合するのではなく、文字通りウマが合う間柄で２国間や世界の問題に取り組んでもらいたい。
　今後、重要になるのは、「首脳間」にとどまらず、多層的な関係を次期政権側との間で築いていく必要があるという点だ。安全保障から経済まで日米関係は広範であり、多くの課題を抱えていることを忘れてはならない。
　トランプ政権の陣容が固まりつつある。外相、防衛相、財務相など閣僚はもちろん、国家安全保障局（ＮＳＳ）など事務レベル、政治家による議員間のパイプの構築も日本側は加速すべきだ。
　漫然と新政権発足を待つ余裕はない。強固な同盟を運営していくという当事者意識を、政府与党の関係者には持ってほしい。
　顔合わせの成功で満足していては不十分である。中国のような日本と戦略的利益や価値観が相反する国も、トランプ氏への働きかけを強めるだろう。
　首相はペルーでのアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）に出席する。各国首脳からトランプ氏の様子を尋ねられるだろう。
　国際社会が「トランプ次期政権」に対し、環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）や自由貿易の重要性を説く流れをつくる必要がある。
社説　日本と米新政権　関係を「進化」させたい

東京新聞／中日新聞2016年11月19日

 　安倍晋三首相は米国の次期政権とも同盟関係を「深化」させたいのだろう。しかし、安全保障面に偏る日米関係はいびつだ。同盟深化ではなく、協力分野を広げて関係を「進化」させる必要がある。

　米国のトランプ次期大統領が大統領選後、直接会う最初の外国首脳に安倍首相を選んだのは、日本重視の表れなのだろう。しかし、肝心の会談内容は明らかになっていない。大統領就任前の非公式会談を理由に、首相が会談内容の公表を拒んだからだ。

　就任前から個人的信頼関係を築きたいという首相の狙いは理解する。各国首脳の先陣を切って会談を実現させた努力も多とする。

　とはいえ、大統領選中は過激な発言で批判されたトランプ氏だ。世界中が言動を注視しており、首相には可能な限り、会談内容を説明する責務があるのではないか。

　首相の帰国後には国会で質疑の機会もあろう。首相は会談内容について真摯（しんし）に答えるべきである。

　トランプ氏は大統領選中、在日米軍駐留経費負担を日本が増額しない場合の米軍撤退の可能性や、日本の核保有容認論に言及した。

　いずれも、米国の軍事的負担を軽減する姿勢を示し、有権者の支持を得る狙いがあるのだろうが、現状を正しく認識した上での発言とはとても思えない。

　日米安全保障条約は米国に日本防衛義務を、日本には米軍への基地提供義務を課す。米軍の日本駐留費用は条約上、米政府の全額負担だが、日本政府は支払い義務のある土地の借料などに加え、本来支払わなくてもよい費用を含めて約六千億円を毎年負担している。

　沖縄県の例を挙げるまでもなく米軍基地の存在は周辺住民には重い負担だ。日米安保体制は十分に「双務的」で、「片務的」とのトランプ氏の批判は的外れである。

　また、日本は唯一の戦争被爆国であり、非核三原則を堅持してきた政策判断がアジア・太平洋地域の安定に寄与してきたことは、紛れもない事実だろう。

　首相はトランプ氏に対して、そうした現状を粘り強く説明して理解を得る必要がある。

　日米の協力関係は安全保障にとどまるべきでない。国際社会は核拡散やテロ、地球温暖化、難民、貧困など多様な問題に直面する。日米の主導で国際社会と協力して解決に努めれば、日米関係の重要性は増し、確実に「進化」する。

　それが米国第一を掲げ、孤立主義に傾くトランプ氏の米国に、転換を促す契機ともなるだろう。

茨城新聞2016年11月19日(土)
論説　安倍・トランプ会談　包括的なアプローチを
話し合いの土台はできたが、本番はこれからということなのだろう。
安倍晋三首相がニューヨークを訪れ、次期米大統領のトランプ氏と初会談を行った。大統領就任前、それも選挙戦直後というタイミングでの対話。日米同盟や環太平洋連携協定(TPP)の重要性を指摘し、理解を求めたもようだ。
トランプ氏が駐留経費の負担を巡って在日米軍撤退にまで言及したり、TPPからの「脱退」を明言したりしていたためだが、今回は非公式会談であり、懸案事項についての踏み込んだ話し合いは、大統領就任後の次回に先送りされた形だ。
ただ、異例と言える早さでの会談は、両氏が個人的な信頼関係を築く上で有効だったことは間違いないだろう。
「信頼できる指導者であると確信した」と記者団に安倍首相が述べたのに応えるように、トランプ氏も「素晴らしい友好関係を始めることができてうれしい」とフェイスブックで表明した。
今回の会談を踏まえ、固まりつつある国務長官、国防長官をはじめ「トランプ政権」との包括的な関係構築と両国間の懸念の解消に全力を挙げるべきだろう。
会談について安倍首相は「私は私の考え方、基本的な考え方については話をさせていただいた。さまざまな課題について話をした」と語っており、アジア太平洋地域だけでなくテロなど世界規模の課題における日米同盟の重要性を指摘し、TPPを含めた自由貿易推進の意義を強調したとみられる。
大統領に就任していない段階というだけでなく、外交・安全保障政策の引き継ぎなど政権移行作業が本格化する前だったことから、トランプ氏側から公式な見解表明はなかった可能性が高い。
しかし、会談にはトランプ氏の娘イバンカ氏と夫のジャレッド・クシュナー氏、フリン元国防情報局長が同席した。クシュナー氏はトランプ氏の信頼が厚く、閣僚選考にも関与し、ホワイトハウス入りするとの見方が強まっている。またフリン氏は国家安全保障問題担当の大統領補佐官就任の可能性が取り沙汰されている。
政権移行チームを巡っては、トップだったニュージャージー州のクリスティー知事が降格され、同氏に近い下院情報特別委員会の委員長を務めたロジャース氏ら数人が締め出されるなど「内紛」が指摘されている。
しかし、クシュナー、フリン両氏はトランプ氏に最も近い側近であり、安倍首相の意向がトランプ氏側に共有されることが期待されている。
差別的な発言も含め「暴言王」と称されたトランプ氏にも修正が見られ、柔軟化の兆しと受け止められているが、日本との同盟を最重視し、TPPを推し進めてきたこれまでの米国のアジア太平洋戦略が修正される可能性は残る。
その結果、中国の軍事的台頭や北朝鮮の核開発に対する抑止力に悪影響が出るのは防がなければならない。在日米軍に関してもその存在理由や駐留経費に関するトランプ氏の主張の誤りを正していかなければならない。
政権移行チームは近くオバマ政権との間で外交・安全保障など3分野で引き継ぎを開始する。トランプ氏サイドだけでなく、現政権への働き掛けも含めた包括的なアプローチが必要だ。
北國新聞2016/11/19 01:43
社説　日米「首脳会談」　良きパートナーへ第一歩
　安倍晋三首相とトランプ次期米大統領が事実上、初の首脳会談を行った。安倍首相は「信頼できる指導者」と述べ、トランプ氏は「素晴らしい友人関係の始まり」とコメントした。文字通り外交辞令の要素もあるのだろうが、良きパートナーとして互いに信頼できる関係構築へ、無難に第一歩を記したといえる。
　大統領就任前であり、会談内容は明らかにされていないが、安倍首相は日米安保体制の重要性や、トランプ氏が拒否する環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の意義などについて、首相自身の「基本的な考え方」を述べたもようである。
　トランプ氏が大統領選での主張をすぐに覆すことはあり得ず、ＴＰＰの受け入れを説得するのは難しいだろう。それでも、自由貿易体制に背を向けて米国の持続的繁栄はないであろうことや、アジア太平洋経済圏を日米主導の通商ルールで動かすことの重要性を説き続ける必要がある。
　日米同盟については、日本の役割拡大を求める米側の圧力が強まるとみなければならない。在日米軍の駐留経費の負担増も迫られようが、日本にとってより重要なのは、日米安保条約の「核心」を揺るがさないことである。
　具体的には、沖縄県・尖閣諸島について、米政府はこれまで「日本の施政下にあり、日米安保条約が適用される」と言う一方、日中間の領有権問題に関しては中立を維持してきた。トランプ政権がもし、日本自身による防衛と中国とのビジネスを第一に考え、尖閣諸島に関する米国の基本方針を曖昧にするようなことになれば、日本の領有権を脅かす中国の行動はさらにエスカレートしよう。そうした事態を防ぐため、尖閣諸島は日米安保条約の適用対象という言質をトランプ政権でも取っておきたい。
　トランプ氏はどのような理念、哲学に基づいて政治、外交を進めるのか定かではなく、安倍首相にとって一筋縄ではいかない交渉相手であろう。外交も生身の人間同士の営為であり、ウマが合う、合わないといった人間くさい要素も軽視できない。安倍首相とトランプ氏の個人的な信頼関係の深まりをまず望みたい。
論説　安倍・トランプ氏会談　重層的なパイプ作り急げ
佐賀新聞2016年11月19日 05時00分 
　安倍晋三首相がトランプ次期米大統領とニューヨークで会談した。海外の首脳とトランプ氏が会うのは初めてとあって世界的な注目を集めたが、「友好ムード」でのスタートとなった。
　トランプ氏は選挙中、在日米軍の駐留経費を日本側がすべて負担するよう求めたり、日本の核武装を容認するなど、これまでの同盟関係を見直すかのような発言を繰り返してきた。
　会談後、安倍首相はトランプ氏とのやりとりを具体的には明かさなかったものの、「信頼できる指導者だ」と評価した。これから個人的な信頼関係を構築しようとする狙いからすれば、まずまずの滑り出しと言っていいだろう。
　トランプ氏が無難な外交デビューを飾ったとみて、東京株式市場の株価も一気に上がったが、これで安心するのは早計だ。
　在日米軍の駐留経費の問題にしても「不公平だ」と繰り返し批判しており、今後、何らかの要求を突きつけてくると考えておかねばならない。安全保障分野にまで金銭取引を持ち込む発想はビジネスマンらしいのかもしれない。だが、アジア地域の安定が自国の利益にもつながっているという基本的な認識に欠けているとしか思えない。
　そもそも、ドイツや韓国などの同盟各国に比べて、日本の費用負担だけが突出しているという現実がある。例えば、ドイツは年間１８００億円、韓国は１千億円規模を負担しているが、日本は「思いやり予算」まで含めると７６００億円規模と非常に大きい。
　なぜ日本だけが、これほど大きな負担を引き受けているのか。実態を無視した引き上げ要求に対しては、日本政府は毅（き）然とした姿勢で応じるべきだ。全額負担など論外であり、この機に逆に引き下げを交渉すべきではないか。
　また、経済分野でも、トランプ氏の保護主義的な姿勢が気がかりだ。
　自由貿易によって産業が流出し、雇用が奪われ、米国の利益を損なっているという言い分には首をかしげざるを得ない。むしろ、米国はグローバル化とともに経済成長を遂げてきたはずだ。保護主義的な政策に転じれば、米国の成長は妨げられるだろう。
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）にしても、トランプ氏は「就任初日に脱退する」と公約しており、ＴＰＰ参加国の中には米国に見切りをつけて「米国抜き」で発効させる案も出始めた。１１カ国で発効させて、米国の参加を促そうという思惑もあるようだが、米国抜きでも日本の国益につながるのか、慎重に見極める必要がある。
　大統領戦後、トランプ氏は別人のように穏やかなふるまいに変わった。だが、その姿だけで現実路線に転じたのだと受け止めるべきではない。閣僚人事などを見ると、人種差別的な人物を重要ポストに起用しており、トランプ色は払しょくされていないからだ。現実味に欠け、暴言に近い「公約」にしても、ほごにすることは当選へと押し上げた支持層が許すまい。
　この先、トランプ氏の政権運営が現実路線に転じるかは、議会・共和党が鍵を握る。日本政府としてはトップ会談と並行して、共和党を含めた重層的なパイプづくりを急ぐべきだろう。（古賀史生）
社説　[安倍首相訪米] 友好演出の先が問題だ
南日本新聞11/19付
　安倍晋三首相が訪米し、トランプ次期米大統領と約１時間半にわたって会談した。
　トランプ氏が大統領選後、外国の首脳と会談するのは初めてである。安倍首相は会談後、「２人で胸襟を開いて率直な話ができた」と語った。
　いち早く会談を実現し、友好をアピールできたことは、ひとまず外交上の成果と言っていいだろう。重要なのはこの先である。緊密に意思疎通できる協調関係を築かなければならない。
　トランプ氏は選挙期間中、日本に対して厳しい発言を繰り返した。「在日米軍の駐留費用の負担増を日本に求める」「環太平洋連携協定（ＴＰＰ）から脱退する」といった主張だ。実行に移せば日米関係は激変する。
　過激発言で世界の注目を浴びる次期大統領の真意を知っておくのは、同盟国の首相として当然の責務と言えよう。
　会談は非公式で、内容は明らかにされなかった。踏み込んだ議論はできなかった可能性が高い。初対面で時間も限られており、やむを得まい。
　それでも、安倍首相は日米同盟と自由貿易を重視する考えは伝えたようだ。今後も継続して日本の立場を説明し、両国間の懸念の解消に努めなければならない。
　安倍首相は会談後、「トランプ氏は信頼できる指導者だ」とも述べた。２人の信頼関係づくりに向けたメッセージだろうが、そう判断した理由も語ってほしかった。
　日本政府内には、トランプ氏の過激発言は選挙で注目を集めるためのもので、就任すれば現実路線に転じるとの見方もある。
　選挙期間中、来日したマイケル・フリン元国防情報局長は、トランプ氏の過激発言について「選挙戦を勝ち抜くために刺激の強い発言が必要だった」と説明している。フリン氏はトランプ氏の安保政策アドバイザーで、国防長官候補にも名前が挙がる重要人物だ。
　トランプ氏は「撤廃」を公約していたオバマ政権による医療保険制度改革（オバマケア）について当選後、「修正」にトーンダウンした。外交や通商政策でも同様の可能性はある。
　ただし、予断は禁物である。政府はきめ細かに情報収集して、来年１月からのトランプ政権に適切に対応しなければならない。
　ＴＰＰにしても安全保障にしても、日本国内にはさまざまな意見がある。特に地方の不安や不満は解消されていない。日本政府は今一度この現状を見直し、両国関係の再構築に反映させていくべきである。
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